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要旨  

【はじめに】UMIN は、1990 年 3 月よりそのサービスを開始し、様々なサービス内容の変

遷を経ながらも、全体としてそのサービスは拡大してきた。これに伴い利用登録者・Web ア

クセス件数は、ともに増加傾向にあり、現在では、各々60 万人、月間 1 億ページビューに

達している。本稿では、UMIN の情報サービスの内容と情報通信技術の変遷と発展について

報告し、その背景や理由について考察する。また今日における UMIN の意義・役割や今後

についても考察する。 

【情報サービスの内容】UMIN で提供される情報サービスの内容は、1）研究系、2）教育・

研修系、3）診療系、4）大学病院業務系、5）汎用情報サービス系に分類することができる。

初期には、各大学病院で作成したコンテンツを持ち寄る診療系や各種業務用データマスタ

ーの配信等を行う大学病院業務系のサービスが多かったが、現在では研究系、教育・研修系

のサービスが主体となっている。研究系では、オンライン演題登録システム（オンライン学

術集会機能を含む）と臨床・疫学・社会調査研究等のためのデータ収集システム（INDICE

系）、教育・研修系では、CC-EPOC、PG-EPOC、DEBUT2 等の臨床教育評価システムが非常

に多くの人に使われており、広く知られたシステムとなっている。 

【情報通信技術】UMIN 設立当初は、N1 と呼ばれる簡素な通信規約を用いた文字ベースの

インターフェイスでサービスが提供され、使える端末数も非常に少なく、利用が進まなかっ

た。インターネットでのサービスの開始後は、使いやすい Web ベースの GUI に切り替えら

れた。ハードウエア・OS は UNIX サーバを使用していたが、非常に早い時期から PC サー

バ・Linux に切り替えを始めた。また運用管理コストの削減に有効なソフト開発を優先的に

行った。一方で、ソフトウエア開発の方法論について、Perl 言語と CGI（Common Gateway 

Interface）を長く使い続け、オブジェクト指向言語、開発フレームワークの採用が遅れる（現

在は各々Python と Django を採用）等、安定性、継続性重視の保守的な方針をとった。 

【考察】UMIN において、各時代の要請に応じた情報サービス内容の変遷が可能だったのは、

UMIN 予算が「国立大学医療情報ネットワーク経費」、「東京大学の運営費交付金」という

様々な目的で利用可能な柔軟な予算費目でついていたからであった。また情報通信技術面

では、PC サーバ・Linux の早期導入と運用管理の削減に有効なソフト開発により、運営費交

付金削減に関わらず、サービスの数、利用者・利用件数の増加に対応していくことができた。

UMIN は当初国立大学病院のネットワーク組織として設立されたが、現在では、サーバ、ID、

ソフトウエア、データ等の 4 種類のリソースを有する、医学・医療における公的な情報イン



フラストラクチャーに発展したと考えている。医学・医療関係者は、これら 4 つのリソース

を様々に組み合わせて、無料もしくは安価に活用が可能である。UMIN は、情報システムに

よるネットワークサービスであると同時に人のネットワークでもある。UMIN の様々なサー

ビスを提案・改良を行う運営組織と利用者、そして必要な予算配分を行う文部科学省・東大

病院による尽力と相互協力がその発展のために不可欠であった。従来、UMIN のサービスは、

各々が別個のものとして運用されてきたが、オンライン演題登録、INDICE の症例登録、e ラ

ーニング等の記録を標準化し、UMIN 以外のシステムも含めた形で、医学・医療活動の記録

を EPOC・DEBUT で統合できるようにすることが望まれる。 

 

 

１． はじめに 

1980 年代にはすべての国立大学病院に、大型汎用機を主体とした電子計算機が医事会計

用に導入されており、これらを相互に接続して、様々な目的に活用することを目指して、大

学病院医療情報ネットワーク（UMIN）（当初の名称は、大学医療情報ネットワーク）が設立

された[1]。1988 年に東京大学医学部附属病院に UMIN の電子計算機システムが設置され、

UMIN サービスの準備と 8 つの国立大学病院（北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大

学、京都大学、大阪大学、岡山大学、九州大学）の電子計算機との接続作業が行われ、1990

年 3 月より、正式運用が開始された。その後、順次他の国立大学病院が接続されていき、や

がてすべての国立大学病院が接続された。1993 年には、インターネットによるサービスの

提供が始まり、すべての医学・医療関係者が UMIＮを使えるようになった。2004 年度の国

立大学法人化は、UMIN にとって大きな試練であった。この際に UMIN 運営委員会は、国立

大学病院長会議常置委員会のもと、大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）協議会に改組

され、関係者のご理解とご支援を得て、無事に存続することができ、現在に至っている[2]。 

 図 1 に UMIN 利用登録者数の年次推移を示す。利用登録者数は、毎年、増加を続けてい

る。1990 年代には大きな学会の一括登録により、階段のような急激な増加が確認できる。

最近では、卒後臨床研修医用オンライン臨床教育評価システム（PG-EPOC=E-POrtfolio of 

Clinical training for PostGraduates）は全国の臨床研修医の 9 割が利用しているため、大学病院

を含む研修指定病院（比較的大きな病院で公的な病院が多い）の医師はほとんどが登録され

ていると想定される[3]。図 2 に UMIN の月間 Web アクセス件数の推移を示す。最近 10 年

間は、ほぼ月間 1 億～1 億 2 千ページアクセスで推移している。アクセスが急激に増減して

いる箇所は、海外からの Denial of Service （DoS）攻撃の影響がかなりあるので注意が必要

である。DoS アタックとは、頻回に UMIN サーバにアクセスを行うコンピュータウイルス

を大量のパソコンへ感染させることによって、UMIN への莫大な量のアクセスを発生させ

て、そのサービスを妨げることである。このため、UMIN 側に膨大な Web アクセスが発生

する。 

 



図 1．UMIN 利用登録者数の年次推移 

 

 

 

図2．UMINの総Webアクセス件数の年次推移 
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UMIN で提供される情報サービスの内容については、1）研究用、2）教育・研修用、3）

診療用、4）大学病院業務用、5）汎用情報サービスに分類することができる（表 1）。1）研

究用、2）教育・研修用、3）診療用という分類は、大学病院の使命とされる研究、教育、診

療に各々対応している。4）大学病院業務用は大学病院そのものを継続的に維持するために

必要な事務部門、薬剤部門、看護部門の病院運営・管理業務に対応している。5）汎用情報

サービス系は、電子メール、メーリングリスト、ホームページホスティング、シングルサイ

ンオン（SSO=Single Sign On、UMIN 以外のサーバを、UMIN ID とパスワードを用いてアク

セス制限して提供できるようにするサービス。独自に ID とパスワードの発行をすることな

く、情報サービスの提供が可能となる。詳細は後述。）等の様々な異なった目的に活用でき

る汎用の情報サービスに対応している。各分類のサービスがどの程度提供され、利用される

かは、時代により変遷している。 

本活動報告では、35 年間にわたる UMIN の情報サービスと情報通信技術の変遷と発展に

ついて報告するとともに、その背景や理由について考察を行う。また日本の医学・医療にお

ける UMIN の意義や今後のサービスの方向性について考察する。 

 

 

２． 各情報サービスの沿革と現状・今後 

2.1 研究 

 研究用の情報サービスは、更に学術文献情報系、研究関連情報系、研究データ収集系の 3

つに大きく区分することができる。以下、この区分毎に詳述する。 

 

2.1.1 学術文献情報系 

学術文献情報系には、学会情報データベース [4]とオンライン演題登録システム

（ELBIS=Electronic Library of Biomedical Sciences）[5]が含まれる。学会情報データベースは、

学会の役員、事務局の連絡先、会員数、会費、機関誌等の情報、学会が開催する学術集会の

名称、大会長、開催場所、開催日時等の情報を各学会等から収集して、インターネットで提

供しているデータベースで、1995 年度にサービスを開始した。その後、1999 年度には英語

版の開発を行っている。そして、2024 年度には、学会側自身で学会情報、学術集会情報を

自ら登録する機能を追加し、データ収集の省力化をはかっている。 

オンライン演題登録システムは、1997 年度にそのサービスを開始した。第 62 回日本循環

器学会学術集会の大会長の矢崎義雄教授（東京大学）とその下で事務局を担当されていた山

崎力先生（東京大学）により、UMIN でオンライン演題登録システムを開発できないかいう

ご相談をいただいたのがきっかけであった。業者の見積もりでは、オンライン演題登録には

4,000～5,000 万円かかるというお話であった。学術集会運営業者は、イベント開催には強い

が、IT には弱いため、高額の見積もりとなったものと推測した。UMIN としては、日本循環

器学会のためというよりも、全国の医学系学会のインフラとして提供できるのであれば有 



 

表 1．現在提供中の情報サービス一覧 

1．研究用 

1.1 文献情報系 

・学会情報データベース（AC） 

・オンライン演題抄録登録システム（ELBIS） 

1.2 研究関連情報系 

・研究助成データベース（FIND） 

・教職員・学生公募システム（ROCOLS） 

・教員人事情報システム（PERSONAL） 

1.3 研究データ収集系 

・INDICE Standard（臨床・疫学研究用） 

・INDICE Cloud（臨床・疫学研究用） 

・INDICE LibreClinica（臨床・疫学研究用） 

・UMIN Social Research（社会調査用） 

・UMIN User Research（UMIN 利用者調査用） 

・UMIN 臨床試験登録システム（CTR） 

・UMIN 症例データシェアリングシステム

（ICDS） 

 

2．教育・研修用 

2.1 臨床教育評価系 

・CC-EPOC（卒前臨床実習用） 

・PG-EPOC（卒後臨床研修用） 

・DEBUT2（卒後歯科臨床研修用） 

2.2 e ラーニング系 

・UMIN e ラーニングシステム L 全体 L  

・UMIN e ラーニングシステム L 限定 L  

 

3．診療用 

3.1 各大学・学会等のコンテンツの共同利用 

・中毒データベース（山口大学病院薬剤部） 

・先天異常データベース（日本先天異常学会） 

3.2 UMIN 購入・入手コンテンツの配信 

（現在、該当サービスなし） 

 4．大学病院業務用 

4.1 コミュニケーション支援系 

・文部科学省文書広報システム 

・各種業務系メーリングリスト 

・国立大学病院運営情報 Q＆A 管理システム 

・高度先進医療に関する情報提供 

・国立大学病院諸料金規程に関する情報提供 

4.2 各種データ収集系 

・国立大学病院患者票等収集システム 

4.3 各種業務用マスター系 

（現在、該当サービスなし） 

 

5．汎用情報サービス 

・ホームページホスティングサービス（一般公開

用） 

PLAZA（機能重視型） 

SQUARE（安定性・セキュリティ重視型） 

・ホームページホスティングサービス（会員専用） 

OASIS（大規模団体用） 

ISLET（小規模団体用） 

・電子メールサービス（団体用、業務用） 

・メーリングリストサービス（MilLion） 

・シングルサインオンサービス（SSO） 

・ファイル交換システム（UpLoad） 

・リンク集管理システム（NewLink） 

・国立大学病院 VPN 

 



益なサービスとなると考え、一緒にやらせていただいた。インターネットを活用したオンラ

イン演題登録は、筆者が知る限り、医学系では日本で初めてであり、国際的にもかなり早い

時期に行われたと考えている。それ以来、柔軟に様々な学術集会向けにカスタマイズできる

機能、学術集会演題・抄録の検索機能、オンライン査読機能等を含む、数多くの機能を充実

させていき、年間 500 件以上の学術集会に利用されるようになった（図 3）。UMIN20 周年 

記念講演では、矢崎先生には記念講演を、山崎先生には同記念誌への寄稿をお願いした[2]。 

2000 年には、学術雑誌論文の投稿、検索、査読機能が追加された。2016 年度に運営費交

付金の削減により、学術雑誌論文査読機能の運用を中止した。また 2017 年度には、運営費

交付金の削減に伴い、2018 年度をもってオンライン演題登録システムの運用を終了するこ

とを決定し、各学会にアナウンスを行った。しかし、多くの学会より運用継続の要望をいた

だき、日本医師会と日本医学会からは、各々の会長の連名で運用継続の要望書をいただいた。

また本件に関して国会議員等による文部科学省への照会もあったということであった。

UMIN 協議会において再度検討を行った結果、サービスを有償化して、継続することになっ

た。2018 年度には、利用学会数が 471 学会（前年度は 581 学会）に減少したが、想定より

も小幅な減少であり、33,625,000 円の利用料金収入を得ることができた。 

オンライン演題登録システムの利用料金収入を用いて、学術集会事務局自身で、学術集会

演題収集システムの設定をすべて行うことができるクラウド版オンライン演題登録システ

ムの開発を開始した。このシステムは、機能は限定されるものの、UMIN の担当者の労力が

いらないため、無料で提供が可能であると考えられた。ところが、新型コロナウイルス流行

に伴い、オンラインで学術集会を安価に開催する機能（抄録、プレゼン資料、プレゼン動画

等を掲載した参加者限定の学術集会ホームページを自動作成する機能）の必要性が高まっ 

 

 

 

図3．オンライン演題登録システムの利用学術集会数（2025年1月15日現在） 
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た。このため、クラウド版オンライン演題登録システムの開発を一時中断して、オンライン

学術集会開催機能の開発を開始し、2021 年度より運用を開始することができた[6]。またス

ライド（プレゼン）資料のオンライン収集機能の開発も行い、同時期に運用を開始した。本

システムの構築を一緒に行っていただいた帝京大学大学院公衆衛生学研究科の石川ひろの

教授には、UMIN35 周年記念講演会でご講演をいただくことになっている。2023 年度には、

グラフィックアブストラクトのオンライン収集とオンライン学術集会開催機能での提示機

能を実現することができた[7]。最初にグラフィックアブストラクトを収集した学術集会を

主宰された金城学院大学看護学部の阿部恵子教授には、石川教授とともにご講演をいただ

くことになっている。2024 年度には、オンライン演題登録システムに学術集会側の作業だ

けでオンライン査読とオンライン演題評価システムの設定ができるクラウド版オンライ演

題査読・評価機能を追加した。従来の演題登録システムでも、オンライン演題査読は可能だ

ったが、UMIN センターのスタッフが手動で設定を行うため、演題数 600 題以上の学術集会

に利用を限定していた。 

 

2.1.2 研究関連情報系 

研究関連情報系には、研究助成データベース（FIND=Fund INformation Database）[8]と教

職員・学生公募システム（ROCOLS=Recruitment system for COLleges and Students）[9]、教員

人事情報システム（PERSONAL）[10]の 3 つが含まれる。  

 研究助成データベースは、2000 年度に運用を開始し、その後、順次、必要な機能を追加

してきた。現在では、医学関連の研究助成情報がほぼ網羅的に掲載されるようになっている。

2024 年度には、研究助成機関が自身で、研究機関や研究助成金公募情報の入力を行えるよ

うにした。現在では、過半数の助成機関が、自身でデータ入力を行うようになっており、

UMIN センターの省力化に繋がっている。 

 教職員・学生公募システムは、2000 年度から運用を開始した。本システムは、当初から

教職員・学生公募情報を各機関の担当者が自身で入力する方式を採用した。UMIN ID を持

っている場合には、UMIN ID を用いてログインすることによって、教職員・学生公募シス

テム公募情報の登録が可能であった。UMIN ID を持っていない場合には、メールアドレス

を申告してもらい、そのメールアドレスでのメール受信が可能であることを確認すること

によって、公募情報の登録を可能とした。 

 教員人事情報システム（PERSONAL）は、2002 年度に運用を開始した。ROCOLS と同様

の方式により、各個人が人事情報の提供ができるようにしていた。PERSONAL では、本人

だけでなく、第三者の人事情報の提供も可能である。 

 

2.1.3 研究データ収集系 

研究データ収集系には、INDICE Standard（臨床・疫学研究用）[11]、INDICE Cloud（臨床・

疫学研究用）[12]、INDICE LibreClinica（臨床・疫学研究用）[13]、UMIN Social Research（社



会調査用）[14]、UMIN User Research（UMIN 利用者調査用）[15]、UMIN 臨床試験登録シス

テム（CTR=Clinical Trial Registry）[16]、症例データシェアリングシステム(ICDS=Individual 

Case Data Sharing system）[17]が含まれる。前から 5 つまでは、インターネット医学研究デ

ータセンター（INternet Data and Information CEnter）というプロジェクトから派生したシス

テムであるので、INDICE 関連システムとしてまとめて解説を行う。 

 

2.1.3.1 INDICE 関連システム 

INDICE 関連システムは、表 2、表 3 のように整理してまとめることができる。最初に開

発・運用が始まり、最も基本的なシステムは、INDICE Standard で、臨床・疫学研究の症例

登録・割付／経過データ収集（通常、EDC=Electronic Data Capture と呼ばれる）をインター

ネットで行うためのシステムである。インターネットによる EDC では、インターネットで

の安全な通信には強力な暗号の使用が必須であった。このため、米国の暗号技術輸出規制が

解除された 1999 年になって初めて、INDICE Standard のサービスを開始することができた。 

 

(1) INDICE Standard 

INDICE Standard は、個別プロジェクト用の EDC を開発するためのパッケージである。

INDICE Standard は、ソフトウエアの実体としては、EDC を構築するための各種のソフトウ

エアライブラリー、ソフトウエアツールの集合体であり、これらを用いて、UMIN のシステ

ムエンジニアが個々の個別研究のための EDC の開発作業（プログラミング）を行っていた。

INDICE を、メーリングリスト管理システム、会員制ホームページホスティングサービスを

組み合わせると、インターネットだけで臨床・疫学研究が完結するようになる。臨床・疫学 

 

 

表 2．INDICE 関連の各システムの概要と運用状況 

システム名称 使用目的 

⇒データ入力者と入力データ 

使用する ID と 

パスワード 

運用状況 

INDICE Standard 臨床・疫学研究 

⇒医師が患者等のデータを入力 

UMIN ID と 

症例登録用パスワード 

新規運用開始 ：中止 

既存の継続運用：可能 

INDICE Cloud 臨床・疫学研究 

⇒医師が患者等のデータを入力 

UMIN ID と 

症例登録用パスワード 

新規運用開始 ：可能 

既存の継続運用：可能 

INDICE LibreClinica 臨床・疫学研究 

⇒医師が患者等のデータを入力 

UMIN ID と 

症例登録用パスワード 

新規運用開始 ：予定 

既存の継続運用：なし 

Social Research 社会調査、患者アンケート、ePRO 

⇒入力者が自身のデータを入力 

期限付きの使い捨ての 

仮 ID と仮パスワード 

新規運用開始 ：可能 

既存の継続運用：可能 

User Research UMIN 登録者調査、選挙等 

⇒入力者が自身のデータを入力 

UMIN ID と 

一般用パスワード 

新規運用開始 ：可能 

既存の継続運用：可能 



表 3．臨床・疫学研究用の INDICE Standard、INDICE Cloud、INDICE LibreClinica の違い 

システム名称 対象研究 開発費 開発作業 ソフトの 

ライセンス 

INDICE Standard 複雑なデザインの 

臨床・疫学研究 

有料 

 

UMIN のエンジニ

アが実施 

UMIN 

 

INDICE Cloud 単純なデザインの 

臨床・疫学研究 

⇒単群または 2 群比較 

無料 研究プロジェクト

管理者が自ら実施 

UMIN 

 

INDICE LibreClinica 

 

複雑なデザインの 

臨床・疫学研究 

有料 UMIN でエンジニ

アが実施 

GPL ライセンス 

 

 

研究のコーディネーティングセンターは、データマネージャー、統計家、臨床医、情報シス

テム運用管理やソフト開発を行うエンジニア等から成り立っている。筆者は、情報システム

運用管理やソフト開発を行うエンジニアを UMIN のようなセンターに集約することによっ

て、各大学等のコーディネーティングセンターでは、エンジニアを独自に持たず、データマ

ネージャーや統計家が集約化された情報システムを、インターネットを介して使う方式を

仮想コーディネーティングセンター（Virtual Coordinating Center for Clinical Trials）という概

念として提唱した[18]（図 4）。仮想コーディネーティングセンターでは、情報システムの集

約化によって、システムの信頼性・安定性を高めながら、大幅な運用管理コストの削減が可

能である。 

INDICE Standard の知名度の向上や症例登録数・利用研究プロジェクト数の増加は、以下

に後述する、初期になされたいくつかの（当時としては）巨大に思えた研究プロジェクトの

実施によるものであった（図 5、図 6）。現在では、数万例、数十万例の症例を収集する研究

プロジェクトが当たり前のようにインターネットで実施されている。しかし、インターネッ

ト以前の時代に紙と郵便でデータをやりとりして、随時コンピュータに入力する作業を行

うことを想像して欲しい。この当時は、症例数 5 千例程度でも巨大プロジェクトと思えたも

のであった。当時の東京大学脳神経外科の桐野高明教授が代表の UCAS Japan（Unruptured 

Cerebral Aneurysm Study of Japan）が UMIN で運用する最初の大きなプロジェクトであり、

東京大学循環器内科の永井良三教授が代表の JCAD（Japanese Coronary Artery Disease）、東京

大学心臓外科の高本眞一教授が代表の JCVSD（Japan Adult Cardiovascular Surgery Database、

後に NCD に発展）が続いた。桐野先生には、UMIN20 周年記念講演会でご講演をいただい

た。これらのプロジェクトでは、学会等の団体が症例データ収集プロジェクトを主催し、集

まったデータを共同利用する形態をとった。具体的には、データ利用を希望する研究者が研

究計画書を提出して、団体の審査を受け、承認されたものが該当のデータを用いて研究がで

きる仕組みであった。当時、日本の米国大使館を介して、米国 NIH の研究者が UMIN を訪 



 

図 4．従来型コーディネーティングセンターと仮想コーディネーティングセンター 

 

 

 

図5．INDICE Standardの運用中のプロジェクト件数（累積件数と運用中の件数） 
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図6．INDICE Standard累積症例収集件数 

 

 

問してきた。米国では、各大学や研究所において、自施設が中心となって、他施設に呼びか

けて、症例データベースの構築を独自に行う動きが盛んであり、同じ疾患に対して複数のプ

ロジェクトが乱立し、データを囲い込もうという動きが盛んであった（彼らの表現では、”

Keep! Keep!”）。日本のように研究コミュニティーで共同プロジェクトを立ち上げ、公平な形

でデータを共同利用する形態がみられないとのことで、日本での成功の理由を探るための

訪問であった。近年、研究データのシェアリングの必要性が叫ばれているが、研究者コミュ

ニティーの協調によるデータシェアリングでは日本が世界に先行していたことになる。 

前述のように INDICE Standard では個別 EDC の開発は UMIN のエンジニアが行っていた

ため、その開発費は有償となり、開発期間もかかることから、利用申請の先着順で開発を行

っていた。しかし、長い順番待ちが発生したため、運用開始時期の都合から、INDICE Standard

が事実上使えないケースが多発していた。また民間企業による臨床・疫学研究データ収集シ

ステムの構築・運用の経験・ノウハウも蓄積しつつあった。こうした事情から、単純なデザ

インの臨床・疫学研究に対象を限定することにより、研究者自身でシステム構築が可能な

INDICE Cloud の開発を行うことになった。また INDICE Standard は、2010 年代には次第に

仕様が技術的に古くなっていき、プログラミングに使用している Perl 言語の利用も減って

きたため、新たにオープンソースの EDC 開発用ソフトウエアパッケージ LibreClinica[19]を
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利用した開発形態（INDICE LibreClinica）に変更することにした。このため、現在、INDICE 

Standard は、既存のシステムの運用は継続しているが、新しいプロジェクトの新規開発・運

用開始は行っていない。運用中のプロジェクト数が一定であるが、累積症例数は増加を続け

ているのはこのためである。 

 

（2）INDICE Cloud 

INDICE Cloud は、2010～2012 年度文部科学省科学研究費基盤 A「クラウドコンピューテ

ィングによる汎用医学研究データ収集システム」（研究代表者：木内貴弘）を獲得すること

により開発が始まり、2017 年度より実際の運用を開始した[20]。INDICE Cloud では、臨床・

疫学研究プロジェクトの EDC を、研究者自身で作成、設定できるようになっている。対応

可能な研究デザインは、単群または 2 群比較の研究に限定されているが、この範囲でも全体

の過半数を優に超えた臨床・疫学研究の実施が可能であると想定される（表 4）。またデー

タ項目数、データ登録画面数については、上限が非常に大きいため、実質的に無制限と考え

てよい。INDICE Cloud は、UMIN のエンジニアの人手がほとんど要らないため、無償でサ

ービスを提供することができている。 

臨床試験の症例登録・割付を第三者機関が行うことは、臨床研究の質を保証する上で根本

的に重要な意味を持つ。しかし、人手での割付には人件費がかかり、オンラインでの割付に

はシステム開発費・運用費がかさむため、研究費の乏しい研究者が質の高い臨床・疫学研究

を実施することを困難にしていた。INDICE Cloud によって、小規模な臨床試験を中心に数

多くの臨床・疫学研究が INDICE Cloud で実施されるようになっている（図 7、図 8）。 

和歌山県立医科大学附属病院臨床研究センター臨床研究支援部門は、INDICE Cloud 運用

開始後の早期からその有用性・安価性に注目して、臨床試験の実施を希望する研究者に積極

的にその利用を推奨していただき、その成果をいくつかの学術集会でも発表いただいた[21]。

このため、UMIN35 周年記念行事にあたり、同部門の奥田匡哉先生のご講演をいただくこと

になった。 

 

（3）INDICE LibreClinica 

LibreClinica は、General Public License（GPL）と呼ばれるライセンスにもとづいて開発さ

れた EDC パッケージの OpenClinica 3.0 から派生した EDC パッケージであり、同様に GPL

ライセンスにもとづいて開発が進められている[22-23]。OpenClinica は、新たに 4.0 が開発

されているがこちらはGPLライセンスではなくなっている。GPLの特徴は、著作権（copyright）

に対する考え方で、コンピュータプログラムを書いた人の著作権を保持したまま、二次的著

作物も含めて、すべての者がコンピュータプログラムを利用・再配布・改変できなければな

らないという copyleft という考え方にもとづいたライセンスである。GPL にもとづくソフ

トの開発者はソースコードを公開（著作権は作成者）するが、GPL のライセンスを通して誰

でも利用可能であり、著作権者に利用の許可を取らなくてもよいことになっている。GPL の 



表4．INDICE Cloudの制限事項 

運用可能研究数      事実上、無制限（国内の臨床試験はすべて実施可能） 

登録可能症例数      事実上、無制限（国内の臨床試験収集症例は全て収納可） 

無作為割付群数      最大2群まで（単群もしくは2群） 

無作為割付方法      単純無作為法、最小化法、層別ランダムブロック法の3種類 

登録割付画面数      最大1画面（2段階割付は2プロジェクト作成により実施可能） 

登録割付画面データ項目数 最大200項目（事実上、無制限） 

経過記録画面数      最大98画面（事実上、無制限） 

経過記録画面データ項目数  最大200項目（事実上、無制限） 

 

 

 

 

 

図7．INDICE Cloud利用プロジェクト件数(2024年12月現在、合計1,065件） 
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図8．INDICE Cloud 本登録症例件数（2024年12月現在、合計56,902件） 

 

 

他にも、Free/Libre and Open Source Software（FLOSS）用のライセンスとして GPL に類似し

ているが細かな差異のあるいくつかのライセンス（LGPL、BSD 等）が知られている。FLOSS

による EDC には、以下のメリットがある。 

 

1）ソースコードが開示されているので機能追加・改変が可能 

2）機能追加・改変された機能を誰でも使用可能 

3）ソースコードの開示により、誰でもバグ等の修正が容易 

 

EDC に関しては、個人の実用や趣味の領域で使うものではないので、なかなか積極的な

貢献者は現れにくい。INDICE LibreClinica とは、UMIN が公的機関の立場で、LibreClinica の

日本国内での普及・広報と活用を目指すプロジェクトであり、具体的に下記の活動を行う予

定である。 

 

1）UMIN で LibreClinica の保守やインターネットを介した最低限のサポートを行う。 

2）UMIN で LibreClinica の稼働するサーバを運用する。このサーバ上の LibreClinica を用

いて、UMIN は、個別 EDC の開発を有償で請け負う。 

3）UMIN の他に、外部委託業者等も、このサーバ上の LibreClinica を用いて、個別 EDC

の開発を請け負って、EDC を運用することが可能である。 
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上記の UMIN のサービスによって、研究グループは、表 5 のような 4 つの運用形態で

LibreClinica による EDC の運用が可能となる。表 5 の完全 UMIN 活用型の運用は、利用者

ID、サーバ、個別 EDC の開発のすべてを UMIN で行う。EDC 自己開発型 1 では、個別 EDC

の開発のみを研究グループ側で委託した企業が行い、サーバやネットワーク環境は UMIN

のものを使う。EDC 自己開発型 2 では、個別 EDC 開発に加えて、サーバやネットワーク環

境を研究グループ側で用意する。UMIN ID は、UMIN のシングルサインオンを活用するこ

とによって利用する。完全 UMIN 非活用型では、利用者 ID、個別 EDC の開発、サーバやネ

ットワーク環境のすべてを研究者グループ側が用意する。UMIN のリソースを多く活用すれ

ばコストを安くできるが、運用の柔軟性は低下する。自らのリソースを多く活用すればコス

トは上がるが、運用の柔軟性は高くはできるというトレード・オフの関係にあるので、各研

究者グループで最も都合のよいと考えられる選択肢を選ぶことができる。 

 

（4）UMIN Social Research 

UMIN Social Research は、INDICE Cloud の研究者自身によるデータ収集、割付などの個別

EDC システム構築機能をそのまま活用して、仮 ID と仮パスワードをデータ入力者に発行す

ることで、別の用途に用いることを可能にしたシステムである。INDICE Standard、INDICE 

Cloud、INDICE LibreClinica は、いずれも臨床・疫学研究のデータ入力を想定しており、医 

 

 

表 5．LibreClinica 利用の様々なリソース選択の組合せ 

選択可能な 

リソース 

UMIN リソースを                      自前のリソース

を 

多く活用                           多く活用 

 完全 UMIN 活用

型 

EDC 自己開発型 1 EDC 自己開発 2 完全UMIN非活用型 

利用者 ID と 

パスワード 

UMIN ID と 

症例登録用 

パスワード 

UMIN ID と 

症例登録用 

パスワード 

UMIN ID と 

症例登録用 

パスワード 

⇒Single Sign On 

自前の ID と 

パスワード 

個別 EDC の 

開発・運用 

UMIN による 

EDC 開発・運用 

委託業者等による 

EDC 開発・運用 

委託業者等による 

EDC 開発・運用 

委託業者等による 

EDC 開発・運用 

EDC 開発用の 

パッケージソフト 

LibreClinica LibreClinica LibreClinica LibreClinica 

サーバ運用管理と 

ネットワーク環境 

UMIN サーバ UMIN サーバ 自前のサーバ 自前のサーバ 



師等が第三者である患者・市民等のデータを入力することを想定していた。このため、医師

等が複数の第三者のデータを入力する方式がデフォルトになっていた。UMIN Social 

Research では、データ入力者が自身のデータを入力することを想定しているため、データ入

力者は 1 回分しかデータ入力ができないのがデフォルトになっている。ただし、データ入力

者に自身のデータを複数回報告してもらうような研究も存在するため、データ入力者が複

数回データ入力できるようにすることも設定により可能である。 

UMIN Social Research では、プロジェクト管理者が使い捨ての仮 ID と仮パスワードを発

行し、一般市民、患者等にこれらの仮 ID と仮パスワードを配布して、一般市民、患者等が

自身のデータを入力してもらう形態をとる。このため、一般市民や患者等を対象とした社会

調査、患者アンケート、ePRO（electronic Patient Reported Outcome）等のために利用可能であ

る。 

UMIN Social Research では、データ入力が可能な仮 ID を指定することによって、データ

入力が可能な人を指定することができる。また実際にデータを入力した人の仮 ID の一覧を

プロジェクト管理者が分かるように設定すること（記名モードまたは通常匿名モード）も、

分からないように設定すること（完全匿名モード）も可能である（表 6）。前者の場合は、

更に各人が実際にどのようなデータを入力したかをプロジェクト管理者が分かる（記名モ

ード：各仮 ID により入力されたデータが特定できる）ように設定することも、分からない

よう（通常匿名モード：各仮 ID により入力されたデータが特定できない）に設定すること

も可能である。 

 

（5）UMIN User Research 

  UMIN User Research は、UMIN Social Research と同様に、INDICE Cloud の研究者自身によ

る個別 EDC の構築機能をそのまま活用して、別の ID とパスワードを使用することによっ 

 

 

表 6．UMIN Social Research の匿名の程度の設定 

モード データへの仮 ID の表示 データ入力を行った人の仮 ID のダウンロード 

記名モード あり 可能（仮 ID を入力データに記載） 

⇒どの仮 ID で、どのデータを入力したかがわかる。 

⇒当然、データ入力に使用された仮 ID の集合を特定できる。 

通常匿名モード なし 可能（仮 ID をデータとは別ファイルでダウンロード 

⇒どの仮 ID で、どのデータを入力したかはわからない。 

⇒データ入力に使用された仮 ID の集合は特定できる。 

完全匿名モード なし 不可能 

⇒どの仮 ID で、どのデータを入力したかはわからない。 

⇒データ入力に使用された仮 ID の集合も特定できない。 



て、別の用途に用いることを可能にしたシステムである。またデータ入力者が自身のデータ

を入力するため、データ入力は 1 回分しかデータ入力ができないのがデフォルトである。 

UMIN User Research では、UMIN ID と一般系のパスワードを用いてデータ入力してもら

う形態をとるため、UMIN 利用登録者（研究者、医師、大学病院事務職員等）を対象とした

各種の調査が可能である。またデータ項目を選挙向けに設定することによって、学会役員等

の選挙での活用も可能である（ただし、教授選挙のような選挙結果が重大なものについては、

現時点では利用を推奨しない）。 

UMIN User Research では、データ入力者が可能な UMIN ID を指定することによって、デ

ータ入力が可能な人の範囲を指定することができる。入力者の匿名度の指定については、

Social Research とほぼ同等の指定が可能である。実際にデータを入力した人の UMIN ID の

一覧をプロジェクト管理者が分かるように設定すること（記名モードまたは通常匿名モー

ド）も、分からないように設定すること（完全匿名モード）も可能である（表 7）。前者の場

合は、更に各人が実際にどのようなデータを入力したかをプロジェクト管理者が分かる（記

名モード：各 UMIN ID により入力されたデータが特定できる）ように設定することも、分

からないよう（通常匿名モード：各 UMIN ID により入力されたデータが特定できない）に

設定することも可能である。 

 

2.1.3.2 UMIN 臨床試験登録システム 

臨床試験登録とは、最初の症例登録を開始する前に臨床試験計画の概要をインターネッ

ト上の臨床試験登録サイトに登録して一般公開することにより、出版バイアス、後付け解析

を防止し、医師や患者に実施する臨床試験の概要を伝えることをいう。出版バイアスとは、

有意差が出なかった臨床研究や症例が集まらなかったり、有害事象が多発した等の理由で 

 

 

表 7．UMIN User Research の匿名の程度の設定 

モード データへの 

UMIN ID の表示 

データ入力を行った人の UMIN ID のダウンロード 

記名モード あり 可能（UMIN ID を入力データに記載） 

⇒どの UMIN ID で、どのデータを入力したかがわかる。 

⇒当然、データ入力に使用された UMIN ID の集合は特定できる。 

通常匿名モード なし 可能（UMIN ID をデータとは別ファイルでダウンロード 

⇒どの UMIN ID で、どのデータを入力したかはわからない。 

⇒データ入力に使用された UMIN ID の集合を特定できる。 

完全匿名モード なし 不可能 

⇒どの UMIN ID で、どのデータを入力したかはわからない。 

⇒データ入力に使用された UMIN ID の集合も特定できない。 



中断した臨床研究は、有意差の出た研究と比較して、1）論文として投稿されることが少な

いこと、2）更に投稿されても学術雑誌に受理されて掲載される確率が低いこと、という 2

つの理由から、出版される確率が低いため、出版された研究だけ参照していると有意差の出

た研究ばかりを目にすることにより生じるバイアスをいう。後付け解析とは、臨床試験が終

了したのちに当初の主要評価項目（エンドポイント）を変更して、有意差の出たデータ項目

を最初から主要評価項目であったかのように統計解析を行い、論文を執筆することをいう。

後付け解析は、研究不正に該当する。臨床試験登録を義務化することによって、研究開始さ

れた臨床研究がすべて追跡可能となるため、出版バイアスを検知できるようになる。また主

要評価項目を含めた試験情報が公開されるため、後付け解析の実施が困難になる。更に臨床

試験計画の概要の公開によって、医師や患者は、現在行われている臨床研究を検索すること

が可能となり、臨床試験へ参加するという形での治療法の選択肢が得られる。特に難治性、

致死性の疾患については、新たな治療法のリスクよりも、その効果による改善、治癒の期待

の方が大きいと考えられるため、臨床試験の情報公開は有用であると思われる。 

臨床試験の研究計画概要の事前登録・公開が必要であるという議論は既に 1970 年代頃よ

りなされてきた。海外では ClinicalTrials.gov をはじめ、インターネットを利用した臨床試験

サイトが構築・運用されてきたが、海外でも臨床試験登録は一般的とはなっていなかった

[24]。その理由は、臨床試験を登録する立場にある研究者側に積極的なメリットが何もない

こと、また臨床試験計画の概要の公開により、研究のアイディアを盗まれると研究者側が危

惧したことにある。日本においては、臨床試験登録サイトもなく、海外のサイトに登録する

例もほとんどなかった。2004 年に ICMJE（International Committee of Medical Journal Editors）

傘下の学術雑誌 11 誌によって声明が出され、当該の 11 誌については、臨床試験登録を行っ

ていないと、論文の投稿を受け付けないという方針が発表された[25]。この 11 誌には、New 

England Journal of Medicine、 Lancet、JAMA、Annals of Internal Medicine 等の一流誌が含ま

れており、日本国内でも、レベルの高い臨床系学術雑誌への投稿を目指す臨床研究者から、

臨床試験登録サイトの開設の要望が UMIN に寄せられた。厚生労働省、日本医薬情報セン

ター（JAPIC）とも臨床試験登録サイトを開設する意図がないことが確認できたため、UMIN

で臨床試験登録サイトの開発、運用を行うことにした[26-27]。ICMJE の声明から約 1 年後

の 2005 年には、UMIN CTR の運用を開始することができた。UMIN CTR は、すぐに ICMJE

認定の登録サイトとして公式に認められた。 

 一方、JAPIC が当初の方針を変更し、治験を対象とした臨床試験登録サイトの運用を開始

することとした[26]。また日本医師会も自らの支援する医師主導の治験を対象とした臨床試

験登録サイトの運用を開始した[28]。これらにより、UMIN CTR はアカデミックな臨床試験

を主に扱うことになった。厚生労働省では、これらの 3 者を統括するポータルサイトを国立

保健医療科学院に構築して、WHO との連絡の取りまとめ等を同院が行うことになった[29]。

このポータルサイトと 3 つの臨床試験登録サイトの体制がしばらく続いたが、2018 年度か

ら臨床研究法が施行されて、特定臨床研究の厚生労働省への届出が必須となったことで体



制が変化した。特定臨床研究の厚生労働省への届出と臨床試験登録を同時に行うことがで

きる jRCT の運用が、国立保健医療科学院により、2018 年度から開始された[30]（図 9）。こ

のため、UMIN CTR に登録されていたアカデミックな臨床試験のうち特定臨床研究に該当

するものは、jRCT に登録されることになり、UMIN CTR への年間登録件数は減少した。ま

た JAPIC と日本医師会は、特定臨床試験に該当する臨床試験のみを登録していたため、臨

床試験登録システムの運用を停止することになった。ポータルサイトの運用は引き続き継

続され、現時点では、jRCT とUMIN がポータルサイトと接続されている形態となっている。 

 

2.1.3.3 個別症例データシェアリングシステム（ICDS） 

 臨床試験登録によって、出版バイアスの把握と後付け解析の予防が可能となったが、臨床

試験データそのものの改竄・捏造と、研究者（研究資金提供者も含む）に不利な統計解析結

果（特に主要評価項目以外）の隠蔽を防ぐことはできなかった。このため、臨床研究の匿名

された個別症例データを UMIN サーバで保管し、UMIN が第三者（当該の研究者以外のす

べての研究者）にその内容を担保する個別症例データレポジトリ（ICDR=Individual Case Data 

Repository）の運用を 2013 年に開始した[31]。このシステムは、UMIN CTR に臨床試験登録

した研究を対象に、個別症例データを登録できる仕組みになっていた。症例データレポジト

リへの症例のオリジナルのデータセット登録が一般的になることにより、他の研究者が必

要に応じて症例データのチェックや統計解析のやり直しを行うことができるようになり、1）

臨床データの捏造・改竄のチェック、2）研究者（研究資金提供者も含む）に都合の悪い統

計解析結果の隠蔽の防止が可能となった。また 3）匿名化された症例データをバックアッ 

 

 

 

図 9．UMIN CTR への臨床試験の年度別登録件数 
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プやセキュリティ体制の整った UMIN 症例データレポジトリに保管することによって、今

後将来に向けてデータが散逸することなく、長期保存することが可能となり、様々な将来の

活用法が想定された。 

 運用開始時点では、ICDR の主たる目的は、研究不正の防止やその検証にあった。その後、

症例データシェアリングの主たる目的は、データの共有による新しい知見の発見を重視す

るように次第に変わっていった[32]。また日本国内では、厚生労働省により、特定臨床試験

の国への登録も兼ねた jRCT の運用が開始されたことから、UMIN CTR に臨床試験登録され

ないアカデミックな臨床試験も増えてきた。2022 年度に ICDR を改造して、UMIN 臨床試

験登録システムを利用した研究以外の研究での利用が可能となるようにした。このときに

名称を個別症例データシェアリングシステム（ICDS=Individual Case Data Sharing system）に

変更した[31]。 

 

2.2 教育・研修系の情報サービス 

 教育・研修用の情報サービスは、臨床教育や臨床研修の評価を行う臨床教育評価系

（EPOC・DEBUT 関連システム、表 8）と e ラーニング系の 2 つに区分される。 

 

2.2.1 臨床教育評価システム 

2004 年度から医師の臨床研修が必修化されることになっていた。このために臨床研修関

係者の間で臨床研修記録の収集・参照・保管の IT 化が議論されていた。国立大学病院長会

議臨床研修協議会とコンタクトをとり、UMIN で運用することを承認いただいた（当時は、

大学病院で初期研修を行うことが通常であった）。まず卒後臨床研修医用オンライン臨床教

育評価システム（愛称 EPOC=E-POrtfolio of Clinical training for PostGraduates）の運用が 2004

年度に始まった（利用申請の受付開始は 2003 年度、以下同様）[33]。東京医科歯科大学医学

部附属病院臨床教育研修センターの田中雄二郎教授が、EPOC 運営委員長に就任して、EPOC

運営委員会でシステムの仕様の検討を行い、UMIN センターで開発を行った。2004 年度に

は、同様に歯科臨床研修を対象とした DEBUT の運用が始まった。俣木史朗教授（国立大学

医学部附属病院長会議常置委員会歯科医師臨床研修問題ワーキングチーム座長、東京医科

歯科大学歯学部附属病院歯科臨床研修センター教授）に開発ワーキンググループの座長に

なっていただき、必要な仕様の検討していただいた。 

2010 年度からは、入力の手間がかかるという声に対応するために、データ入力や機能を

最低限に絞った簡易版 EPOC（Minimum EPOC）の運用を開始した。そして、従来の EPOC

は、Standard EPOC と改称され、並行して運用が行われた[34]。これらの努力によって、全

初期臨床研修医の約半分が EPOC を利用するようになった。2020 年度からは、厚生労働省

の新臨床研修ガイドラインとスマートフォン入力に対応した卒後臨床教育評価システム

PG-EPOC（当初の名称は EPOC2）の正式運用を開始した。PG-EPOC の登場により、研修記

録を経験したその場所で即時にその情報を入力することが可能となり、非常に利便性が高 



表 8．EPOC・DEBUT 系システム一覧 

正式名称 愛称 評価対象 運用状況 

卒前臨床実習生用 

オンライン臨床教育評価システム 

CC-EPOC 臨床実習生 

（医学部学生） 

運用中 

卒後臨床研修医用 

オンライン臨床教育評価システム 

PG-EPOC 臨床研修医 

（卒後 1～2 年の医師） 

運用中 

専攻医用 

オンライン臨床教育評価システム 

SP-EPOC 専攻医 

（卒後 3 年以降の医師） 

仕様策定中 

オンライン歯科臨床研修評価システム DEBUT2 臨床研修歯科医 

（卒後 1 年の歯科医師） 

運用中 

 

 

くなった。新臨床研修ガイドラインでの利用推奨もあって、PG-EPOC を利用する初期臨床

研修医は、全体の 9 割以上となった。翌々年の 2022 年度からは、同様に歯科臨床研修医用

の DEBUT2 の運用が開始された。 

 2022 年度より、医学部学生の臨床実習の評価を行う、卒前臨床実習生用オンライン臨床

教育評価システム（CC-EPOC）の運用を開始した[35]。医学教育モデル・コア・カリキュラ

ム令和 4 年度（=2022 年度）改訂版に対応し、PG-EPOC と同様にスマートフォンからのデ

ータ入力を想定した。CC-EPOC は、PG-EPOC とのシームレスな連携が考慮されており、医

学生の臨床実習から、初期研修医の臨床研修までをシームレスに評価することができる。 

2022 年度に専攻医用オンライン臨床教育評価システム（SP-EPOC）に関して、専門医制

度を有する学会を対象にヒアリング調査を行った。その結果、SP-EPOC については、臨床

教育評価方法作成のためのガイドラインを作り、そのガイドラインに沿って、臨床教育評価

方法を作成した場合に、SP-EPOC を活用できるような形で開発を行うことになった。また

SP-EPOC では、専門医の認定と更新を同時に稼働させる方針となった。従来から、CC-EPOC、

PG-EPOC、DEBUT2 は、同一の EPOC 系プラットフォーム上で開発されてきた（図 10）。こ

の EPOC 系プラットフォームを SP-EPOC が稼働する形に改修した上で、EPOC General 

Platform と改名し、CC-EPOC、PG-EPOC、DEBUT2、SP-EPOC の共通基盤とする方針であ

る。 

UMIN20 周年記念講演会では、EPOC に関しては、田中雄二郎先生、DEBUT に関しては

俣木史朗先生にご講演をいただいた。また UMIN35・30 周年記念講演会でも、EPOC につい

ては、岡田英理子先生（国立大学病院長会議常置委員会 EPOC 運営委員長、東京医科歯科大

学准教授）、DEBUT については長島正先生（同常置委員会歯科部門歯科医師臨床研修ワー

キンググループ座長、大阪大学歯学部附属歯学教育開発センター教授）にご講演をいただく

ことになっている。 

 



 

図 10．EPOC General Platform 上の稼働する CC-EPOC、PG-EPOC、SP-EPOC 

 

 

2.2.2 UMIN e ラーニングシステム L 

 UMIN では、2022 年度より、GPL（General Public License）のフリーウエアを用いて、L

（エル、アルファベットで発音を表現すると”el”となり、”e-Learning”の略称を表現する）と

いう名称の e ラーニングサービスを提供している[36]。UMIN 個人利用者及び大学・学会・

研究グループ等は、L を活用して、e ラーニングを提供することができる。L には、全体 L

と限定 L の 2 種類のサービス区分がある。全体 L では UMIN 利用者（UMIN ID を持つ人）

全員に e ラーニングの提供を行う（表 9）。限定 L は UMIN 利用者（UMIN ID を持つ人）の

うち、e ラーニング提供者が許可した人のみに e ラーニングを提供することができる。全体

L は運用開始当初からサービスを提供していたが、限定 L のサービス提供は、2024 年度か

らの提供となった。e ラーニング提供者は、全体 L か限定 L のどちらかを選んで、e ラーニ

ングを提供することになる。限定 L では、非営利団体が e ラーニングを提供するのであれ

ば、受講料を徴収しても差し支えないことにした。尚、L の詳細については、「e ラーニング

小委員会活動報告」の参照をお願いしたい。 

 

 

表 9．UMIN e ラーニングシステム Lのサービス区分 

名称 e ラーニングを受講できる人 e ラーニングを提供できる人・団体 運用状況 

全体 L UMIN 利用者全員 

 

UMIN 個人利用者 

大学・学会・研究グループ等 

運用中 

限定 L UMIN 利用者のうち、 

e ラーニング提供者が許可した人 

UMIN 個人利用者 

大学・学会・研究グループ等 

運用中 

 

 

教養教育 専門教育（前半）
⇒臨床前医学教育

専門教育（後半）
⇒診療参加型及び
見学型臨床実習

大学教育（文部科学省所管） 医療（厚生労働省所管）

初期臨床研修 専門研修 専門医更新
生涯教育

６年間 ２年間 ３年間 生涯

医師国家試験Post CC
OSCE

入学試験 初期臨床
研修終了

専門医試験等

一貫した経験・能力評価

一貫した客観的診療能力評価（CBT、OSCE）

共用試験
（CBT・OSCE)

CC-EPOC⇔PG-EPOC⇔SP EPOC
EPOC General Platform



2.3 診療系の情報サービス 

 UMIN10 周年記念行事の開催時点では、数多くの診療系のコンテンツ（データベース、マ

ニュアル等）が UMIN で提供されていた。大きく分けて、各大学・学会等で開発したコンテ

ンツを共同利用するための UMIN の利用と、UMIN が購入・入手したコンテンツを各大学

病院等に配信するための利用という 2 つの形態があった。 

 

2.3.1 各大学・学会等のコンテンツの共同利用 

 UMIN10 周年時には、表 10 のようなコンテンツが共同利用されており、いずれも UMIN

サーバによりインターネットで一般公開されていた。1992 年以前の UMIN が N1 プロトコ

ールによる閉域網で運用されていた時代には、インターネットはまだ大学にも普及してお

らず、UMIN 以外にオンラインでコンテンツを共同利用する方法がなかった。医療用語集検

索システム、中毒データベース、先天異常データベースには、UMIN から検索システムが提

供されていた[37-38]。現在も継続して提供されているのは、医療用語集検索システム、中毒

データベース、先天異常データベースである。 

 

 

表 10．各大学・学会等で作成したコンテンツの共同利用 

コンテンツ 提供元 入手 提供状況 

10 周年 現在 

HIV 感染症診断・治療マニュアル  北海道大学病院 HIV 総合診療委員会 無償  〇  － 

医療用語集検索システム  北海道大学病院 無償  〇  〇 

薬剤情報提供データ  北海道大学病院薬剤部 無償  〇  － 

服薬指導マニュアル   金沢大学病院薬剤部  無償  〇  － 

中毒データベース   山口大学病院薬剤部 無償  〇  〇 

標準看護計画   香川医科大学病院看護部  無償  〇  － 

看護度分類  鹿児島大学病院看護部 無償  〇  － 

実験動物先天異常データベース 日本先天異常学会 無償  〇  〇 

 

 

2.3.2 UMIN が購入・入手したコンテンツの配信 

UMIN10 周年時には、表 11 のようなコンテンツを UMIN が購入もしくは無償で入手して

配信していた。無償で入手したものは、いずれもインターネットで一般公開されていた。

UMIN が有償で共同購入していた医薬品添付文書と医療材料データベースには、UMIN で開

発した検索システムを用いて提供し、UMIN ID でアクセス制限をして提供されていた。各

大学・学会等のコンテンツの共同利用と同様に、1992 年以前には、UMIN 以外にオンライ

ンでコンテンツを配信する方法がなかった。現在は、表 11 のコンテンツは、開発元が自ら 



表 11．UMIN が購入・入手したコンテンツの配信 

コンテンツ 提供元 入手 提供状況 

10 周年 現在 

副作用情報  厚生労働省（当時は厚生省） 無償  〇  － 

＊医薬品添付文書  医療情報システム開発センター[39] 購入  〇  － 

ICD9CM  医療情報システム開発センター 無償  〇  － 

医療材料データベース メディエ株式会社[40] 購入  〇  － 

＊UMIN に大型汎用機が設置されていた 1997 年度までは、大型汎用機用の磁気テープを UMIN で全大学病

院分コピーして郵送していた。以降は、UMIN の Web サーバからファイルをダウンロード出来るようにし

た他、医薬品添付文書の Web 検索システムを開発して提供していた。国立大学法人化後、UMIN 予算によ

る一括購入から、購入希望の大学病院による共同購入に移行した。 

 

 

のサーバで配信するようになっており、UMIN で配信しているものはなくなった。 

 

2.4．大学病院業務用 

 主として、国立大学病院の事務部門、看護部門、薬剤部門等の病院業務のための情報サー

ビスである。大きく分けて、主として 1）コミュニケーション支援系、2）各種データ収集

系、3）各種マスター提供系の 3 種類に分類できる。 

 

2.4.1 コミュニケーション支援系 

全国の国立大学病院同一部門のコミュニケーション支援のためのサービスとして、下記

を行っている。 

 

（1）文部科学省文書広報システム 

文部科学省から、各国公私立大学病院等への通知等を UMIN センターで UMIN Web 上に

掲載し、随時検索できるようにしている。 

 

（2）各種業務系メーリングリスト 

全国立大学病院及び全国公私立大学病院の事務部長メーリングリスト、総務系課長メー

リングリスト、管理系課長メーリングリスト、医事系課長メーリングリスト、看護部長メー

リングリスト、UMIN 協議会幹事会メーリングリスト、UMIN 協議会総会メーリングリスト、

UMIN 各小委員会メーリングストの運用・管理を UMIN センターで行っている。 

 

（3）国立大学病院運営情報 Q＆A 管理システム 

国立大学病院では、前述のメーリングリストで他の大学病院がどのように業務を実施し



ているかについての照会がしばしば行われている。例えば、差額ベッドの料金やモンスター

患者への対処法等である。調査結果は、個別大学病院名がわからないようにして、依頼元の

大学病院からメーリングリストで配信されている。UMIN でこの集計結果をとりまとめて、

国立大学病院運営情報 Q＆A 管理システムとして提供している。 

 

（4）高度先進医療に関する情報提供 

 各国立大学病院で行われている高度先進医療の内容について、UMIN 事務小委員会から定

期的に照会を行い、UMIN センターで UMIN のサーバ上に情報の掲載作業を行っている。 

 

（5）国立大学病院諸料金規程に関する情報提供 

 前述の高度先進医療に関する情報提供と同様に、各国立大学病院の諸料金規定（診断書の

発行手数料等の保険診療で定められていない各種の料金の規程）について、UMIN 事務小委

員会から定期的に照会を行い、UMIN センターで UMIN のサーバに掲載作業を行っている。 

 

2.4.2 各種データ収集系 

 UMIN10 周年時（国立大学法人化より前）には、表 12 のようなデータの収集を UMIN で

実施していた。現在では、国立大学病院患者票等収集システムの運用のみを継続している。

2006 年度に国立大学病院データベースセンターが開設されたため、国立大学病院患者票等

収集システムで収集していたデータを除き、同センターで代わりにデータを収集すること

になった。同センターへの移行時に収集するデータ項目の内容や集める単位が大きく変わ

っており、これらのシステムがそのままの形で移行したわけではない。 

 

2.4.3 各種マスターの提供 

 表 13 の病院業務用マスターを UMIN で入手して、過去に提供していた。 

 

 

表 12．UMIN の国立大学病院等の業務系データ収集システム 

名称 データ収集者 提供状況 

10 周年 現在 

国立大学病院患者票等収集システム 文部科学省  〇  〇 

国立大学病院予算資料収集システム 文部科学省  〇  － 

大学病院概況収集システム 文部科学省  〇  － 

国立大学病院資料収集システム 文部科学省  〇  － 

国立大学病院経営管理指標収集システム 文部科学省  〇  － 

国立大学病院看護部実態調査システム 国立大学病院看護部長会議  〇  ― 

 



2.5．汎用の情報サービス 

 汎用の情報サービスとは、様々な目的に活用できる情報サービスのことで、具体的には表

14 のような情報サービスである。 

 

（1）UMIN ID の発行と管理 

一般公開している情報サービス以外は、アクセス制限のために ID とパスワードが必要と

なる。一般公開してよいような情報であったとしても、情報提供者側の意図により利用者の

アクセスしている情報の内容、アクセス頻度等が必要な場合もある。このような場合にも

UMIN ID とパスワードの活用が有用である。  

 

 

表 13．UMIN で配信していた大学病院業務用マスター類 

コンテンツ 提供元 入手 提供状況 

10 周年 現在 

標準病名マスター  医療情報システム開発センター 無償  〇  － 

標準手術・処置マスター  医療情報システム開発センター 無償 〇   － 

医薬品マスター 医療保険業務研究協会[41] 無償  〇  － 

特定器材マスター 医療保険業務研究協会 無償  〇  － 

診療行為マスター  医療保険業務研究協会 無償  〇  － 

診療科別傷病名マスター 医療保険業務研究協会 無償  〇  － 

＊医療材料（物品マスター） メディエ株式会社 有償  〇  － 

＊国立大学法人化後、UMIN 予算による一括購入から、購入希望の大学病院による共同購入に移行。提供

当初は、開発・発売元のメディエ株式会社が Web ベースの検索システムを提供していなかったので、UMIN

で開発して提供していた。 

 

 

 大量の身元が確かな ID とパスワードを発行し、管理するためには膨大な手間とコストが

かかる。まず ID とパスワードを発行するためには、利用者の同意が必要である。ID やパス

ワードを忘れた等の理由でログインできない利用者とのやりとりも発生する。情報サービ

スを提供する側からすると、ID を使う人の身元が確実な方が望ましい。誰でも簡単に取れ

てしまう ID の場合には、身元に信頼がおけず、不正な利用がおきる可能性が高くなる。直

接自分で UMIN ID を申請する場合には、身分証明書の写しの提出か上司の署名が必要であ

る。UMIN は、国立大学病院の共同プロジェクトとして始まったため、各国立大学病院には

UMIN 担当者がおり、その教職員・学生に対して UMIN ID を発行したり、パスワード変更

を受け付ける仕組みがある（一部の公私立大学病院を含む）。また EPOC、DEBUT では、研

修指定病院は UMIN ID の新規発行が可能である（パスワード更新はできない）。身元の確認



に関しては、公開鍵認証局レベルの厳密なものではないが、本人単独で ID を取得するため

には、身分証明書の提出が必要であり、インターネットのフリーメールや各種 SNS よりは

かなり身元は確実といえる。身元が確かであるということは、UMIN が個人情報を保管して

いることを意味する。このため、セキュリティ保護への対策には充分留意している。 

表 15 のように事実上ほぼすべての医学・医療関係者が取得できるようになっている。医

師会、歯科医師会、薬剤師会等は職種団体であるが、学会に準じた取り扱いをすることにし

ているので、ほとんどの医学・医療関係者が結果的に使えることになっている。その後、サ 

 

 

表 14．汎用情報サービス一覧 

汎用情報サービス名称 提供状況 

発足 10 周年 20 周年 現在 

（1）UMIN ID の発行・管理  〇  〇  〇  〇 

（2）国立大学病院閉域網（N1 閉域網、また VPN）  〇  ×  〇  〇 

（3）各種電子メールサービス 

 ・BITNET による電子メールサービス  〇  ×  ×  × 

 ・インターネット電子メールサービス（個人用）  ×  〇  〇   × 

 ・インターネット電子メールサービス（団体用、業務用）  ×  〇  〇   〇 

（4）各種電子掲示板システム 

 ・N1 版 UMIN 専用電子掲示板システム  〇  ×  ×   × 

 ・インターネットニュースシステム  ×  〇  ×   × 

 ・Web 版 UMIN 専用電子掲示板システム  ×  〇  〇   〇 

（5）インターネットホームページホスティングサービス  ×  〇  〇   〇 

（6）インターネットメーリングリストサービス（MilLion）  ×  〇  〇   〇 

（7）インターネットリンク集管理システム（NewLink）  ×  〇  〇   〇 

（8）Visible Human Project 画像データ  ×  〇  〇 × 

（9）遠隔会議システム 

 ・MINCS   ×  〇  ×  × 

 ・UMICS  ×  ×  〇  × 

（10）インターネットファイル交換システム（UpLoad）  ×  ×  〇   〇 

（11）インターネットシングルサインオンサービス（SSO）  ×  ×  × 〇 

 

 

 

 

 



表 15．UMIN の利用資格 

1）医療関連の国家資格（医師、薬剤師、看護師等）を持つ人 

2）医療・生物学系の高等教育機関等に所属の教職員・学生 

3）医学・医療・生物学系の学会に所属し、学術研究活動を行っている人 

医師会、歯科医師会、薬剤師会等の職能団体は学会ではないが、学術活動も行っているため学会

に準じた扱いとしている。 

4）医学・医療・生物学系の学会事務局・公益法人・病院・NPO 等で、学術・研究情報（学術雑誌

編集、臨床研究支援等）を取り扱っている人 

5）医療機関等で臨床実習及び臨床研修に関連する業務を行う人 

6）INDICE 系システムを利用する方 

営利企業所属の人も研究グループ（事務局、データマネージャー等）の一員として、非営利の臨

床・疫学研究に関連した業務を行っていれば利用可能としている。 

 

 

ービスの拡大にあたり、利用者の要件を拡大していった。例えば、PG-EPOC のサービス開

始に伴い、臨床研修の関連業務に従事する人（例えば、臨床研修指定病院で臨床研修担当の

事務職員等）の利用登録を可能とした。 

 

（2）国立大学病院閉域網（N1 閉域網もしくはインターネット VPN） 

UMIN 設立時には、各大学病院の大型汎用機を後述の N1 プロトコールによる閉域網で接

続したので、UMIN は外部からの侵入が不可能な安全なネットワークであった。UMIN サー

ビスのインターネットへの移行により、UMIN への接続が非常に容易になり、ユーザインタ

ーフェイスが改善し、通信速度も増したが、一方でセキュリティは低下した。インターネッ

トサービスでの開始時には、暗号技術の利用によるセキュリティ保護は、クライアントソフ

ト（Web、Telnet、POP 等）による暗号通信対応がほとんどなかったが、次第にクライアン

トソフトの暗号通信対応が進み、これに合わせて、UMIN も暗号通信へ対応していった。現

在では、すべてのインターネット上の通信を暗号通信で行うようになっている。しかしなが

ら、このようなクライアントソフトや通信規約単位の暗号化はあくまでも情報経路におけ

る情報の盗聴を防ぐものであり、N1 閉域網のように外部からの一切の侵入そのものを防ぐ

ような仕組みではない。VPN は、Virtual Private Network の略であり、複数の異なった通信規

約を含めて、2 地点間の通信をすべて暗号化するものである。Virtual（仮想的）という言葉

は、2 地点間にあたかも専用回線を張ったように使えるということを意味している。VPN で

構築された閉域網に侵入することはほぼ不可能である。UMIN では、1999 年度に国立大学

病院 VPN を導入し、すべての国立大学病院を閉域網で接続した。国立大学病院 VPN では、

主として国立大学病院専用のサービスの運用と国立大学病院データベースセンターによる

データ収集と配信に活用されている。 



（3）各種電子メールサービス 

インターネット以前の BITNET による電子メール、インターネット電子メールサービス

（個人用）、インターネット電子メールサービス（団体用、業務用）をまとめて解説する。

UMIN 設立時点で、インターネットの電子メールは既に存在していたが、大型汎用機を主体

で運用される BITNET と呼ばれる電子メールシステムの方が圧倒的に優勢であった。当時、

国立大学病院に導入されていたのも大型汎用機であった。このため、UMIN では BITNET が

採用され、UMIN 接続済の国立大学病院では、相互の電子メールのやり取りが可能になった

他、UMIN の BITNET を介して、世界と BITNET による電子メールのやり取りが可能とな

った。その後、インターネットの普及が急速に進み、またたく間に BITNET を逆転してしま

った。UMIN では、1994年 1月より、インターネット電子メールのサービスを開始し、BITNET

のサービスと併用することになった。その際に N1 経由からでもインターネットの電子メー

ルが使えるような仕組みを独自に構築した。 

UMIN のインターネットメールサービスは、その運用開始当時、国立大学病院関係者の間

で非常によく使われていた。当時は、インターネットに接続していない大学が多く、UMIN

と各大学との接続がインターネットプロトコール（TCP/IP）で行われるようになったため、

UMIN の接続によって、初めてインターネットやインターネット電子メールが使えるように

なった大学も多かった。またインターネット自体の接続は既になされていても、各大学内に

はメールサーバがまだない場合も多く、こうした場合も、UMIN のメールサーバが活用され

た。当時は、UMIN をインターネット電子メールと同義語として使う人も多かった。UMIN 

ID には、個人に対して発行される個人用と団体や業務に対して発行される団体用、業務用

があったが、個人用、団体用、業務用のいずれであっても、すべてインターネット電子メー

ルを使うことができた。 

電子メールサービスは、パソコン（後にはスマートフォンも）で稼働する電子メールクラ

イアントソフトからも利用できたが、UMIN で独自開発した Telnet ベースと Web ベースの

電子メールクライアントソフトも提供されていた。UMIN 独自の電子メールクライアントで

は、各々のパソコン上で、Telnet クライアントまたは Web ブラウザーが稼働していれば、ロ

ーカルに Windows 用や Mac 用の電子メールクライアントがなくても、どこでも同じ環境で

電子メールが使えるのが利点であった。これを実現するため、UMIN のメールサーバ側にメ

ールを保存する機能が必要であった。このため、UMIN 独自開発の電子メールクライアント

と交信を行う電子メールの POP サーバは POP3 を独自拡張した通信規約（APOP=Advance 

POP）が使われていた。 

UMIN では、2021 年より、個人用の電子メールサービスを中止しているが、団体・大学病

院業務向け電子メールサービスは従来とおり継続している[42]。個人用電子メールサービス

は、電子メール全体の利用のほとんど（99%以上）を占めていた。現在では、インターネッ

ト、スマートフォンの普及により、ほとんどすべての個人は、自身の契約するインターネッ

トプロバイダーやスマートフォン会社の提供する電子メールアドレスの利用が可能となっ



ている。このため、UMIN が個人用の電子メールサービスを提供する必要性はほぼなくなっ

ている。一方、個人用電子メールサービスは、サーバの負荷が高く、大きなディスク容量も

必要となり、システムトラブル（メール関係は比較的トラブルが多い）や利用者からの問い

合わせの対応（メーラーの設定法が分からない等の問い合わせは特に手間がかかる）にも大

きな手間がかかっていた。運営費交付金が削減されていく中で、UMIN が個人用電子メール

サービスを継続していくことは費用的も困難となっていた。UMIN では、電子メール用ウイ

ルスチェックソフトウエアを有償で導入していたが、億単位の利用者を持つ、Google、

Microsoft 等の大手のメールサービスのウイルスチェック機能と比較すると、精度が低く、

機能も見劣りがしていた。 

 

（4）電子掲示板システム 

N1 版 UMIN では、独自の電子掲示板システムを開発して利用者に提供していた。N1 閉

域網なので、UMIN 利用者しか電子掲示板の記事を読み書きできなかった。このため、UMIN

利用者である医学・医療関係者以外の目に触れることはなかった。 

インターネット版 UMIN を開発する際には、過去に存在したインターネットニュースと

いうシステムを活用した電子掲示板システムを採用した。このインターネットニュースで

は、各施設にニュースサーバを設置し、各施設の利用者は、自施設のニュースサーバに対し

て、ニュースクライアントソフトを使ってニュースの投稿と読みだしを行う。このために使

われるニュースサーバとクライアントの間の通信規約は、NNTP=Network News Transfer 

Protocol と呼ばれていた。インターネットニュースには、ニュースグループ名が付けられて

いて（階層構造の名称になっていて、例えば、“fj.books“は、”fj=from Japan”と”books”に分

解ができ、fj は日本からのニュースを意味し、“fj.books”は「日本からの本に関するニュー

ス」を意味する）、各利用者はどのニュースグループを読み書きするかの選択ができた。各

施設のニュースサーバは、他の施設のニュースサーバから未達のニュースの転送を受け、逆

に既達のニュースを先方が未達の場合には転送することになっていた（このために使われ

るニュースサーバ相互間の通信規約も同様に NNTP と呼ばれていた）。ニュースサーバ同士

の接続経路は事前に設定しておくことになっており、ニュースサーバ同士の相互接続の連

鎖によって、世界中のニュースサーバが繋がり、世界中のニュースを読むことができた。

UMIN では、インターネットニュースサーバを導入して、東京大学全学用に設置されたニュ

ースサーバを介して、全世界のニュースサーバとニュースのやりとりを行っていた。また

UMIN のニュースサーバ専用の（UMIN 利用者以外は読み書きできない）独自のニュースグ

ループもインターネットニュースの仕組みを利用して提供された。ニュースクライアント

やニュースサーバの設定ミス等によって、UMIN 利用者専用に投稿したつもりのニュースが

外部に流出することもたまにあった。ニュースを読み書きするニュースクライアントは、パ

ソコン上で稼働する通常のニュースクライアントからも利用できたが、電子メール同様に

UMIN で独自開発の Telnet ベースと Web ベースのニュースクライアントも提供された。



UMIN のニュースサービスによって、自施設内にニュースサーバを持たない人もインターネ

ットニュースサービスが利用可能となった。 

インターネットニュースは、直接 Web を利用したインターネットの電子掲示板や SNS が

普及するようになると利用が激減し、やがて消滅した。インターネットニュースの衰退が始

まると、UMIN では、会員制ホームページサービスやオンライン学術集会サービス等の ID

とパスワードで保護された領域で電子掲示板を提供するために、独自に Web ベースの電子

掲示板システムを開発して、提供を行った。一般公開の電子掲示板はほぼ確実に荒らしに合

うため、会員制の電子掲示板のみとした。N1 版の独自の電子掲示板から、インターネット

ニュースを活用した汎用的な電子掲示板システムへ移行し、再度 Web ベースの独自の電子

掲示板に戻ったことになる。 

 

（5）インターネットホームページホスティングサービス 

UMIN の提供するインターネットホームページホスティングサービスには、PLAZA、

SQUARE[43]と、会員専用ホームページを提供する OASIS、ISLET の各 2 種類[44-46]、合計

4 種類がある。いずれも UMIN の利用者個人、大学、学会、研究グループ等の非営利組織は

無料で使うことができる。 

ホームページホスティングサービス PLAZA（plaza.umin.ac.jp）、SQUARE（square.umin.ac.jp）

は、別のサーバ上で運用されており、その違いは、PLAZA ではホームページ開設者が SSH-

telnet 等でサーバにログインができて、プログラムをインストールすることができるのに対

して、SQUARE では SSH-telnet 等でのログインも、プログラムのインストールもできない

点にある。PLAZA の方が、利便性が高い分、セキュリティと動作の安定性がやや低くなっ

ている。ホームページ開設者の嗜好に合わせて、PLAZA か SQUARE を選択できる。両者と

もバーチャルホスト機能が利用可能である。ホスト名は任意に取得したドメイン名が利用

できる（この場合は、開設者がドメイン名を有償で取得することになる）。また UMIN が提

供する下記の 3 つの形式のドメイン名のどれかを使うこともできる（表 16）。この場合、ド

メイン名は無償で、“xxxxx”の部分は、申請者の希望する任意の英数字を使うことができる。

従来から、ホームページ開設者が独自に ID とパスワードを発行し、「.htaccess」というファ

イルを書き換えることによって、アクセス制限が可能であった。2023 年からは、PLAZA や

SQUARE サーバ上から、シングルサインオン（SSO）が使えるようにした。これによって、

PLAZA、SQUARE サーバ上で、UMIN ID を用いたアクセス制限ができるようになった。 

会員制ホームページサービスには、OASIS と ISLET がある。その違いは、OASIS では、

利用者に属性として利用する団体名を設定し、会員が利用者の属性から自動抽出されるの

に対して、ISLET では個別の UMIN ID を指定することで会員を特定する点にある。OASIS

は、法人格を持つような大きな団体、ISLET は法人格を持たない小さな団体での利用を想定

している。現在、会員制ホームページサービスの全く新しい高い機能のものに入れ替えるた

めの開発を行っている。 



表 16. PLAZA、SQUARE サーバで無償で使えるドメイン名一覧（”xxxxx”は、任意の文字列） 

サーバ 無償で使用できるドメイン名 

PLAZA https://xxxxx.umin.jp/、https://xxxxx.umin.ne.jp/、https://plaza.umin.ac.jp/xxxxx/ 

SQUARE https://xxxxx.umin.jp/、https://xxxxx.umin.ne.jp/、https://square.umin.ac.jp/xxxxx/ 

 

 

（6）メーリングリスト管理システム（MilLion） 

メーリングリストは、複数のメールアドレスを事前に指定することにより、メーリングリ

ストのメールアドレス宛にメールを送ると、事前に指定されたメールアドレスのすべてに

メールが配信されるシステムである。UMIN では、メーリングリストのすべての管理が簡便

にできるように、独自に Web のインターフェイスを構築し、メーリングリスト管理システ

ムとして、利用者に提供を行ってきた[47]。このシステムを用いて、1 万 6 千以上のメーリ

ングリストが開設され、運用・管理されている。 

 

（7）インターネットリンク集管理システム（NewLink） 

UMIN では、インターネットサービスの開始以来、医学・医療関係のリンク集を作成して、

提供してきた[48]。本システムは、新着ホームページ情報（サイト名、URL 等）を Web ベ

ースでオンライン受付して、UMIN のトップページと新着サイトのページに半自動掲載する

システムである。UMIN からリンクするのに適切なホームページかどうかは、UMIN センタ

ーの担当者が判断を行う。UMIN ID を持っている人は、それを用いて、UMIN ID を持って

いない人は、メールアドレスを認証することによって、ホームページ情報の提供が可能であ

る。 

 

（8）Visible Human Project 画像データ 

米国国立医学図書館（NLM=National Library of Medicine）による Visible Human Project に

より、1995 年にまるごとの男性の遺体を 1mm 間隔で縦断した画像データが、MRI、CT の

データとともに提供された[49]。1995 年には、女性の遺体を 0.33mm 間隔で縦断された画像

が、やはり MRI や CT のデータともに提供された。データの大きさは、男性が 15G バイト、

女性が 40G バイトと当時としては法外な大きさであって、手軽にインターネットの国際回

線を用いて世界で共有できるものではなかった。このため、NLM より、日本国内の配信に

ついては、UMIN で行ってほしいという要請があり、UMIN で Visible Human Project 専用の

FTP サーバを導入して、日本国内向けに配信していた。インターネットの高速化とともにデ

ータの大きさは問題とならなくなってきたため、現在では UMIN からの配信はなくなって

いる。 

 

 



（9）遠隔会議システム（MINCS と UMIX） 

文部科学省からの予算措置を受け、衛星放送技術を応用して、遠隔会議・遠隔講義等がで

きる大学病院衛星医療情報ネットワーク（MINCS=Medical Information Network by 

Communications Satellite for University hospitals）が、1996 年度から運用が開始された[50-51]。

MINCS の事務局機能は、UMIN が担当し、MINCS に関係するホームページや番組データベ

ース作成も UMIN で行っていた。MINCS は、当時としては、世界最先端の高精細度テレビ

ジョン放送技術（ハイビジョン）を活用した、双方向の衛星放送システムであり、海外のい

くつかの国から使節が見学に訪れた。双方向のコミュニケーションは、高品位テレビ（Hi-

Vision）と通常テレビ（NTSC=National Television System Committee）の 2 セットの衛星放送

システムを同時に利用することによって実現していた。主催大学からの講演・講義等の映像

にはハイビジョンを、その他の参加大学からの質問等の映像には通常のテレビ放送を用い

た。また医学・医療で重要なセキュリティの保護は高度なデジタル暗号技術を用いて、実現

していた。Hi-Vision も NTSC も両方ともアナログテレビの規格・機器を用いていたが、こ

のため、Hi-Vision と NTSC アナログ信号は、まずデジタル信号に変換した上で、暗号化を

行っていた。MINCS は当初 8 つ国立大学病院に導入され、最終的に 30 の国立大学病院に導

入されて、講演会、講義、説明会等の様々な目的のために活用された。しかしながら、国立

大学の法人化と同時に始まった運営費交付金の削減により、衛星回線使用料や設備保守費

用の支弁が困難となり、2005 年度末で運用を中止することになった。 

MINCS の代わりとして、国立大学病院長会議よりの予算措置によって、2008 年度に国立

大学病院インターネット会議システム（UMICS=University hospital Medical Internet Conference 

System）が導入された[52-53]。UMICS は、既成品のインターネット会議システムを入札に

より導入したものである。セキュリティ保護対策については、暗号技術を用いた。UMICS

は、国立大学病院同士の会議だけでなく、国立大学病院の教育・研究・診療・病院業務に関

係した会議・講演などであれば、一般病院、民間企業も利用可能とした点に特徴があった。

各大学で活発に活用されていたが、新型コロナウイルスの流行に伴い、すべての国立大学で

独自のインターネット会議システムが一斉に導入されたことにより、その運用の意義が薄

れたため、2021 年度の UMIN リプレース時に廃止された。 

 

（10）インターネットファイル交換システム（UpLoad） 

 UMIN ID を持つ人同士で安全にファイルを交換するために開発されたシステムである

[54]。UMIN ID を持つ人は、Web ブラウザーを用いて、UpLoad にアクセスし、自身の UMIN 

ID とパスワードを入力することによって、ファイルをアップロードできる。この時にこの

ファイルをダウンロードすることのできる人の UMIN ID（複数指定可能）を指定すると、

当該の UMIN ID を持つ人だけがダウンロードできるようになると同時にメールで通知が送

付される。指定された UMIN ID の人以外は、通知メールが盗聴できても、ファイルをダウ

ンロードすることはできないため、非常に安全である。ただし、患者の実名の医療情報をや



りとりに使うレベルの安全性は想定されていない。 

 暗号電子メールは、現在でもほとんど使われてはいない。ファイルを安全に交換する目的

でよく使われているのは、まずファイルを暗号化してから（ファイルを暗号化するが添付し

ないでどこかのサイトに掲載し、RL を送信しても同様）、メールに添付して送信し、次のメ

ールで暗号化に使った文字列（暗号鍵）を送付する方法である。送信経路を時間帯や経路の

負荷によって変化するが、ほぼ同じ時間に送信すれば、同じ経路をとることが多い。このた

め、この方法では、メールが盗聴された場合には、ファイルの内容を読まれてしまう。この

ような事情から、ファイル送信のセキュリティ確保のため、UpLoad の一層の活用が望まれ

る。 

  

（11）UMIN シングルサインオンサービス（SSO） 

UMIN シングルサインオン（SSO=Single Sign On）とは、UMIN 外部に開設されたインタ

ーネットサイトにおいて、利用者の認証に UMIN の ID とパスワードを使えるようにしたサ

ービスである（図 11）。UMIN が運用する ID Provider（IdP）と呼ばれるサーバによって、外

部サーバに UMIN ID による認証サービスを提供する[55]。IdP を認証のために利用する外部

サーバを SP（=Service Provider）と呼ぶ。UMIN では、SSO の技術を用いて、外部サーバの

他、UMIN 自身の PLAZA、SQUARE サーバでも UMIN ID を用いたアクセス制限を可能と

している。 

 

 

図 11．外部サーバ、PLAZA サーバ、SQUARE サーバによる UMIN SSO の利用 

SPサーバ：外部サーバ

UMIN SSO
IdPサーバ

SPサーバ：square.umin.ac.jpSPサーバ：plaza.umin.ac.jp

認証依頼 認証の可否
属性情報

プログラムインストール
ファイルアップロード
アクセス制限設定

参照 ファイルアップロード
アクセス制限設定

参照 プログラムインストール
ファイルアップロード
アクセス制限設定

参照



UMIN では、約 55 万件分の UMIN ID とパスワードを発行しており、UMIN ID の運用管

理のために、本人確認、ID とパスワード発行、パスワード変更、及び関連する問合せへの

対応（例えば、ログインできない等）ができるような体制を維持している。UMIN SSO で

は、認証の代行の他、利用者の承認を得て、UMIN で持つ属性情報（所属機関、医籍番号

等）を SP に提供することも可能である。このように手間と労力をかけて発行・管理され

ている UMIN ID とパスワードを、医学・医療系の非営利組織は無料で利用することができ

る。多くの医学・医療系組織が、UMIN SSO を共同利用することにより、個別に ID・パス

ワードを発行するのと比較して、手間と労力を大幅に削減できる。また各個別組織の ID、

パスワードが在任中しか使えないのに対し、UMIN ID は継続して利用できるため、利用者

の利便性も高い。現在の主要な利用団体は、医療系大学間共用試験実施機構（CATO）、

National Clinical Database（NCD）となっている[56-57]。 

 

 

３． UMIN で活用された情報・通信技術 

3.1 大型汎用機と N1 プロトコールによるネットワークでサービス開始 

1990 年の UMIN 運用開始時には、当時の学術情報センター（現在の国立情報学研究所）

が提供していた N1 と呼ばれる通信プロトコールを用いた仮想閉域ネットワークによって、

UMIN と各大学病院間の相互接続が行われていた[1]。N1 プロトコールは、機能が簡素な一

方で、当時、国内で販売されていたすべての電子計算機を接続できるとされていた。東京大

学医学部附属病院に設置されたUMINのセンターコンピュータは、大型汎用機（HITAC M640）

であり、システムの開発言語としては、COBOL 言語が利用されていた。電子メールには、

BITNET と呼ばれるサービスを活用した。これは IBM 互換の大型汎用機を階層的に専用回

線で接続することよって構成された電子メールネットワークシステムであり、UMIN は日本

国内の BITNET の海外との接続拠点であった東京理科大学との間に専用回線を接続して、

BITNET の国際ネットワークに接続することによって、UMIN 内だけでなく、全世界と

BITNET 電子メールのやりとりが可能となった。UMIN10 周年記念講演会では、UMIN の設

立者であり、UNIN 初代運営委員長を務めた故開原成允先生（東京大学名誉教授）が UMIN

設立当初の状況を含めた講演を行ったが、UMIN35・30 周年記念講演では、逆に設立時に

UMIN の開発を請け負った民間企業の技術者の立場から、初代 UMIN 担当システムエンジ

ニアで、元日立製作所執行役常務の野村泰嗣氏からお話しいただくことになっている[1, 58]。 

 

3.2 UNIX サーバとインターネットによるサービスの開始 

1993 年 3 月には、インターネット（TCP/IP プロトコール）を介した情報サービスの運用

が開始され、従来からの大型汎用機を用いた N1 プロトコールによるサービスと並行してサ

ービスが提供されることになった。インターネットサービス用のサーバとして、UNIX サー

バ（SUN Microsystems 社製）が導入された。システム構築には、文字ベースのユーザインタ



ーフェイスによる Gopher という技術が用いられ、開発言語としては、Ｃ言語と Perl 言語が

用いられた。動作速度が要求される部分は C 言語で、その他の大部分は Perl で開発された。

可能なかぎり、オープンソースのフリーウエアの活用によって、コストの削減を図ったが、

電子メールについては、POP（Post Office Protocol）を独自に拡張した拡張 POP 仕様を策定

し、このための専用の拡張 POP サーバを独自に開発して、提供した。メールクライアント

（メーラー）には、各種の市販のメーラーの他、Gopher と同様のインターフェイスで使え

る文字ベースの専用メールクライアントが提供された。現在のインターネット電子掲示板

に対応するインターネットニュースと呼ばれるサービスにより、電子掲示板サービスが提

供された。パソコン用のニュースソフトでニュースサーバからニュースを読みだす仕組み

であったが、このニュースリーダもメーラー同様 Gopher のインターフェイスで実装された。 

 

3.3 Web によるグラフィカルユーザインターフェイスの採用 

1996 年から、Gopher ベースのサービスは、順次、グラフィカルユーザインターフェイス

を用いた Web ベースのサービスに入れ替えられていった。特にインターネット電子メール、

インターネットニュースが Web ベースで使えるようになったのは、当時としては非常に画

期的であった。1997 年度のリプレースに伴い、N1 ベースのサービスが廃止され、インター

ネットでのサービスも Web ベースのもののみとなった。 

 

3.4 UNIX サーバから IAサーバへ 

 2001 年度には、調達コスト削減のため、メールサーバ、データベースサーバ等を除く、

ほとんどのサーバが Linux ベースの IA（Intel Architecture）サーバに変更された。IA サーバ

は、Intel 社製の CPU を搭載した、いわゆるパソコンと同様の構成からなるコンピュータで

あり、通常の UNIX サーバと比較して、非常に安価に導入が可能であった。当時から、イン

ターネットサービス専業の企業では、IA サーバとオープンソースの OS（Linux、Free BSD

等）が使われていたが、一般の企業、大学等での利用はまだ非常に少なかった。インターネ

ットサービス専業の企業では、負荷の増加に対応して、サーバは少しずつ買い足すことが一

般的であったが、このときの UMIN の調達では、IA サーバだけで 1 億円以上となり、サー

バを受注した企業では珍しい大規模案件として社長案件となったということであった。2011

年度には、メールサーバ、データベースサーバも含めた、すべてのサーバが IA サーバとな

った。 

 

3.5 Python 言語とソフト開発フレームワークの採用 

 UMIN では、1993 年のインターネットベースのサービスの開始以降、Perl 言語とＣ言語

を用いて、システム開発を進めてきた。過去に Perl で開発されたソフトウエアが多く蓄積

していたため、その保守や改修は非常に重要であった。このため、Perl を使えるエンジニ

アを継続して確保する必要がある。一方で 2010 年代に入ると、Perl はあまりに仕様が古く



なってしまい、使用される頻度が減少し、Perl を使えるエンジニアも減ってきていた。

UMIN で採用する新しいプログラミング言語は、Perl と共通点が多いものが望ましい。候

補として、Python 言語や Ruby 言語が候補となったが、国際的にみても今後の継続的な普

及が見込まれる Python を採用することにした。 

 近年では、ソフト開発において、フレームワークを活用することが一般的となってきて

いる。フレームワークは、プログラミング言語毎に様々なものが開発され、使われている

が、流行り廃りも大きい。フレームワークは、ソフト開発の効率を高めるが、その利用へ

のエンジニアの習熟も必要となる。またフレームワークを活用すると、ソフト開発が特定

のフレームワークに依存した形になってしまうため、フレームワークの本格的な採用が躊

躇された。たくさんの人から、長く、幅広く使われるフレームワークの採用が望ましいと

考え、この観点から、Python で利用可能な Django というフレームワークを採用した。新

規開発プログラムは、原則として Python と Django を用いることにした。 

 

3.6 セキュリティへの取り組み 

インターネットと Web を用いたサービスによって、安価かつ高速に、分かりやすいユー

ザインターフェイスを UMIN で使えるようになった。その一方で、N1 プロトコールによる

仮想閉域網であった UMIN 開設時に比べて、セキュリティは低下した。これに対する取り

組みとして、VPN（Virtual Private Network）ネットワークの導入、情報サービスのセキュリ

ティ区分の策定、暗号電子メールサービスの提供を行ってきた。 

 

(1) VPN ネットワークの導入 

 著者は、世界で始めて、VPN の概念を提唱した（当時の論文では、Virtual Closed Network

と呼んでいた）[59]。その後、VPN は、インターネット上の VPN、スマートフォン用の VPN

等、用途に合わせて、いくつかの種類の VPN が考案され、標準化されて、幅広く世界に普

及していった。2000 年度には、インターネットのセキュリティ上のリスクを防ぐために、

全国の国立大学病院を接続する国立大学病院 VPN の構築を行い、これを介して、UMIN の

大学病院管理（業務）系のシステムを各大学に提供するようになった。 

 

(2) 情報サービスのセキュリティ区分の策定 

2001 年度の UMIN リプレースでは、UMIN サーバはセキュリティ上の区分毎に 4 つの

別々の LAN 上に配置することにした。UMIN の通常のサービスは一般系の LAN に、患者

や市民の臨床・疫学研究データを集める INDICE 関係のサーバでは一般系 LAN の中に更に

ファイアウォールを追加した INDICE 系の LAN に、大学病院業務系のサーバは VPN 系の

専用 LAN に、外からログインやファイルのアップロードが可能なホームページホスティン

グサーバ（PLAZA: plaza.umin.ac.jp、SQUARE: square.umin.jp）はホームページサービス

系の LAN に各々設置されている。 



(3) 暗号化電子メールの提供 

暗号電子メールを利用するためには、公開鍵認証局から公開鍵証明書を安全に取得して、

自分の使用しているメールクライアントにインストールする必要がある。これには、手間と

コストがかかるため、暗号電子メールは現在に至るまで世界的にもほとんど普及していな

い。Web メールを用いて、公開鍵認証局を Web メールに組み込むと、オンラインで公開鍵

証明書を発行して、そのまま Web メールに取り込むことができる。UMIN では、S/MIME と

いう暗号メールシステムを用いて、公開鍵認証局付きの Web メールを実装して、実験的に

運用を行った[60-61]。 

 

3.7 オープンソースソフトウエア 

UMIN では、GPL やその類似ライセンスにもとづく、オープンソースのソフトウエアを

積極的に活用してきた。購入してきた市販ソフトウエアは、主にリレーショナルデータベー

ス、バックアップ用ソフトウエア、ウイルスチェック用ソフトウエアのみである。リレーシ

ョナルデータベースは、アクセス頻度の少ないサービスについては、オープンソースの

PostGreSQL を既に導入済である[62]。バックアップソフトについても、オープンソースの

Bacula を試験的に導入して、検証を行っている[63]。2026 年度に予定されているリプレース

では、ほとんどのバックアップを Bacula で採取する予定である。 

 

 

4．考察 

4.1 サービス区分別の情報サービスの変遷 

 UMIN 設立後しばらくの間は、診療系、大学病院業務系、汎用の情報サービス（特に電子

メール）の提供が中心であり、研究系、教育・研修系のサービスは存在しなかった。現在で

は、研究系、教育・研修系がむしろ主体となっており、診療系、大学病院業務系のサービス

は少なくなっている。初期の頃は、各大学病院の薬剤部門、看護部門、事務部門等で独自に

開発したコンテンツを持ち寄って共同利用することや、UMIN で購入・取得した診療系・大

学病院業務系のコンテンツを配信することが UMIN の最も重要な役目であった。インター

ネットが十分に普及する前には、国立大学病院やその外部で作成された有償・無償の各種電

子資料をオンラインで配信する方法が UMIN の他にはなかったからである。またこれらの

コンテンツに検索システムをつけて使いやすい形で提供することも UMIN の重要な役割で

あった。インターネットが十分に普及した後には、各大学等のコンテンツを作成元自身でオ

ンライン配信することが可能となってしまった。また診療系のコンテンツは、作成する主体

も民間企業に次第に移行していき、民間企業から直接、有償オンライン配信されることが多

くなっていった。 

通常、国の予算というものは、特定の目的のために配分される。このため、その目的以外

に予算を流用することは通常はできない。UMINにとって非常に好都合であったのは、UMIN



への予算費目が、「国立大学医療情報ネットワーク経費」として始まったことであった。こ

のような経費枠であるため、大学病院の使命である研究、教育・研修、診療、大学病院業務、

汎用情報サービスのどのサービスにも自由に使え、柔軟性が非常に高かった。法人化後には、

東京大学の運営費交付金という、更に柔軟に利用できる形態の予算枠となった。こうした事

情のため、時代の変化により、必要とされるサービスが変化しても柔軟に対応することが可

能であった。例えば、医療材料データベースとか、臨床試験登録システム等、もっと細分化

された費目で予算がついていたとすると他のサービスへの流用は難しかったと思われる。

またハードウエアの性能は飛躍的に向上し続けており、UNIX サーバを Linux の PC サーバ

に変更するという形で、ハードウエアのコスト削減を積極的に行うことできた。こうしたコ

スト削減で浮いた予算は、様々な新しいサービスを実施するために使うことができた。 

 

4.2 UMIN で活用された情報・通信技術 

UMIN では、様々な情報・通信技術がその歴史に合わせて使われてきた。新しい技術の活

用については、コスト削減につながる部分では非常に積極的であったが、実験的・研究的な

試みについては消極的であった。まずコスト削減につながる場合には積極的に新しい技術

の採用を行った。N1 サービスのインターネットへの早期移行、大型汎用機から UNIX サー

バ、UNIX サーバから PC（IA）サーバへの早期移行、OS としての Linux の早期採用等は、

いずれも大きなコスト削減につながり、世の中の動きを先取りして非常に早い時期に行わ

れている。性能当たりのコストは、大型汎用機、UNIX サーバ、PC サーバの順に安価にな

っていく。 

コスト削減に関しては、オープンソースのフリーウエアの採用も積極的に行った。UMIN

は利用者数やサーバ数が多いので、市販のソフトウエアでは、利用者数や CPU 数にもとづ

いてライセンス料を支払う場合には法外なライセンス料がかかるのに対し、フリーウエア

は無償で利用できるというメリットがあった。また筆者は自らの東大の疫学・生物統計学教

室の助手時代にインターネットサーバの構築やサービスを行った経験があり、この経験か

らフリーのオープンソフトに高い信頼をおいてきたこともフリーウエア採用の理由である。

現在では、オープンソースのフリーウエアは幅広く使われているが、以前は、保守契約がで

きない等の理由で請負企業がフリーウエアを嫌がることも多かった。UMIN では、より安価

なハードウエア、市販ソフトウエアとフリーウエアの切り替えによって、コストを下げて、

その部分を新サービスのソフト開発や運営費用に振り替え、サービス数と利用者の増加に

対応してきた。 

 一方で、新しい情報・通信技術を実験的に研究するような試みはほとんど行っていない。

その理由は、UMIN の予算は、あくまでも利用者にサービスを提供するためのものであって、

研究費ではないという意識が筆者には非常に強かったからであった。プログラミング言語

では、1980 年代頃からオブジェクト指向技術の採用が広がっていた。オブジェクト指向技

術を全面的に採用した新しい言語（Java、Python、Ruby 等）が開発され、また既存の非オブ



ジェクト指向言語もオブジェクト指向を目指した改変（C++等）やバージョンアップ（Perl

等）がなされてきた。オブジェクト指向では、従来別に扱われていたデータ構造とその処理

プロセスを一体化したオブジェクトを基礎的な要素として、オブジェクト間の相互作用に

より、稼働するコンピュータプログラムを構成して方式がとられる。コンピュータプログラ

ムは、新たな機能の追加、改変に伴い、大規模な改修が必要になることがよくあるが、オブ

ジェクト指向で開発されたプログラムは、プログラムの再利用が容易なため、開発コストの

削減が可能とされてきた。筆者は、オブジェクト指向技術に対しては、冷静に対応していた。

筆者もオブジェクト指向技術やオブジェクト指向言語について勉強してみたが、非常に難

しく感じた。またプログラムの再利用とはいっても、どのような形で再利用させるのか事前

に予測することは難しいため、どの程度の効率で再利用ができるのかがよくわからなかっ

た。筆者の考えでは、優秀な研究者やエンジニアが扱えば、オブジェクト指向は効率的な方

法であるが、能力の低いプログラマーが扱うとかえって効率が低下するのではないかとい

う疑いであった。実際、オブジェクト指向技術採用の流れは継続したが、オブジェクト指向

技術の改善や技術者がこの技術に慣れて、活用できるまでには非常に長い時間がかかった

と考えている。 

オブジェクト指向技術の他に、ソフトウエアの開発フレームワークを活用することも一

般的になっていった。このフレームワークとは、必要なパラメータ等を指定することによっ

て、プログラムを自動生成する枠組みである。開発フレームワークの採用によって、プログ

ラムの開発期間を短縮でき、開発コストの削減が可能となる。しかしながら、プログラム開

発のために特定のフレームワークの使い方に習熟する必要があり、またプログラムは使用

したフレームワークに依存したものになってしまう。このため、たくさんの人が継続して使

用するフレームワークを採用しないと大変なことになる。廃れたフレームワークは、フレー

ムワーク自体を保守管理する人もいなくなり、そのフレームワークを使って開発したプロ

グラムを別のフレームワークで再度開発しなおすには困難がある。このため、どのフレーム

ワークを採用するかは非常に難しい。 

UMIN では、開発言語として、1990 年代から Perl と CGI（Common Gateway Interface）を

主として採用してきた。この開発方式は、地味でシンプルではあるが、それゆえに 30 年前

に書いたプログラムがほとんど改修の必要なく現在も動作しており、今後も最低限の改修

で動作しつづけることが見込まれている。筆者は、最新の技術的に優れていると思われた言

語やフレームワークが、後になって廃れていくのをたびたび経験してきた。UMIN では、

2021 年より新規開発プログラムには、開発言語としてオブジェクト指向言語の Python、フ

レームワークとして Django を採用した[64]。このような UMIN でのオブジェクト指向言語

とフレームワークの採用は非常に遅れた。現時点では適切な判断であると考えているが、世

の中の今後の Python と Django の採用状況次第で変わる可能性もあり得る。 

 

 



4.3 医学・医療における公共の情報インフラストラクチャーとしての UMIN 

 道路、鉄道、電気、ガス、水道、下水道等の社会を下支えする基盤となるものは、インフ

ラストラチャーと呼ばれる。こうしたインフラストラクチャーの存在は、社会を維持してい

くために不可欠である。筆者は、UMIN は国立大学病院の共同プロジェクトとして設立され

たが、現在では日本の医学・医療関係者が共有する情報インフラストラクチャーに発展して

いると考えている[65-67]。UMIN による情報インフラストラクチャーとは、具体的には何を

指しているのであろうか。筆者は、以下の表 17 に示す 4 つの情報リソースを考えている。 

 

（1）UMIN サーバ（ハードウエア） 

サーバ自体の価格は、PC サーバの普及でかなり下がったが、ハードウエアや OS の障害

時の対応、バックアップの採取と必要な場合の復旧、セキュリティ保護のためのソフトウエ

アの随時のバージョンアップ、アクセスログの監視と問題が生じた場合の対応には、相応の

運用体制が必要であり、そのためのコストがかかる。インターネットの普及が始まったとき

には、インターネットができたから、UMIN は不要であるという意見が UMIN 運営委員会

の中ですら出されていたが、ハードウエアを信頼性やセキュリティを維持しながら、安定稼

働させるためには、一定のスキルを持つ一定数の技術者等による適切な運用体制が必要で

ある。UMIN がなくなって、各国立大学で予算を分配してしまうと、この集中的な管理体制

はなくなる。インターネット自体は無償でも、サーバの運用管理体制の構築・維持には相応

の労力やコストがかかる。逆に、近年サーバやネットワークの性能は飛躍的に向上している

ため、UMIN のような運用管理体制のサーバ群があれば、多数の施設で共同利用することが

可能であり、各施設にサーバを管理運営するのに比べて非常に効率が高い。 

 

 

表 17．UMIN の情報インフラストラクチャーの具体的な内容 

UMIN の 

情報インフラストラクチャー 

具体的な内容 

（1）UMIN サーバ（ハードウエア） 障害時対応やバックアップ等の信頼性やセキュリティ

保護体制の確保されたサーバ群 

（2）UMIN ID ほとんどの医学研究者が持ち、多様な目的で活用可能な

利用者 ID とパスワードとその運用管理体制 

（3）UMIN ソフトウエア UMIN で開発・提供している有用なソフトウエア 

（オンライン演題登録、INDICE 系、EPOC・DEBUT 等） 

（4）UMIN データ UMIN サーバ上に蓄積した有用なデータ 

（学会データベース、EPOC・DEBUT データ等） 

 

 



（2）UMIN ID 

 ID とパスワードは、ネットワーク情報サービスの活用に欠かせない。UMIN の ID とパス

ワードは、UMIN 外部で情報サービスを提供する場合には、非営利機関であれば、シングル

サインオンの形で無料で活用できる。また従来は会員制ホームページホスティングサービ

ス OASIS、ISLET のみで可能であった UMIN ID によるアクセス制限が、一般公開ホームペ

ージホスティングサービスの PLAZA や SQUARE を活用する場合でも、SSO 活用により可

能となった。 

 

（3）UMIN ソフトウエア 

 UMIN のソフトウエアは、UMIN サーバ上で稼働し、全国に提供されており、全国の医学・

医療関係者がインターネットを介して、無償もしくは安価に活用が可能である。こうしたソ

フトウエアは、日本の医学・医療関係者に役立つ情報リソースと見做すことができる。 

従来、UMIN では、ソフトウエア自体の配布を行っていなかったが、前述のように GPL ラ

イセンスによる EDC ソフトの LibreClinica の配布を開始する予定である。ソフトウエアの

大きな特徴は、複製するコストが非常に安いことである。これは、道具や機械等の物理的な

形態をとる製品を製造するのと大きく異なる。LibreClinica の配信により、日本の医学・医

療関係者は、UMIN サーバ上で稼働する LibreClinica を活用することもできるが、LibreClinica

を自身のサーバに自由にインストールして活用することも可能となる。 

 

（4）UMIN データ 

UMIN で収集し、提供しているデータも大きな情報リソースである。UMIN で収集し、一

般公開しているデータには、学会情報データベース（AC）、研究助成データベース（FIND）、

教職員・学生公募システム（ROCOLS）、教員人事情報システム（PERSONAL）、各大学・学

会等のコンテンツの共同利用による中毒データベース（山口大学病院薬剤部）、先天異常デ

ータベース（日本先天異常学会）がある。またホームページホスティングサービス（一般公

開用）の PLAZA、SQUARE に開設されたホームページもリソースとして活用可能である。

UMIN で収集されているその他の多くのデータは、特定の組織（大学、学会、研究グループ）

専用に活用されているが、オンライン演題登録システムでは、著者名、演題名、学術集会名

等の著作権法の対象の書誌情報のみは検索可能な形で一般公開されている。また CC-EPOC

（卒前臨床実習用）、PG-EPOC（卒後臨床研修用）、DEBUT2（卒後歯科臨床研修用）では、

データ解析の集計結果が、行政や臨床研修指定病院による臨床研修制度の現状の把握や改

良に役立てられている。 

 

 上述の 4 つの情報インフラストラクチャー共通の特徴は、まずインターネットを介して、

ほとんどの医学・医療関係者が利用できる点である。これは、診療機器や実験機器との大き

な違いである。診療機器や実験機器は、機器が物理的に手元にあり、患者や実験用の試料も



手元にないと利用することができない。大学共同利用研究機関・共同研究拠点でも、地理的

に近い場所の研究者が使いやすく、UMIN の情報サービスのように真の意味で全国同一の条

件で活用できる場合は少ないと思われる。そして、4 つの情報インフラストラクチャーの第

2 の共通の特徴は、どこか一箇所で集中して運用・管理するのが最も効率的な点である。複

数個所で同様の情報インフラストラクチャーを運用・管理する必要はない。そして、近年、

ハードウエア性能やネットワークの速度が飛躍的に向上しているため、より多くの医学・医

療関係者が活用しても、コストが変わらず提供できるようになっている。 

これらの情報インフラストラクチャーは、様々な形に組み合わせて活用できる（表 18）。

一般公開ホームページを UMIN で開設する場合には、UMIN のサーバのみを使うことにな

る。SSO を使えば、UMIN のサーバ、ソフト、データを使わずに、UMIN ID のみを使うこ

とも可能である。UMIN ID を使って自前のサーバのアクセス制限を行うことが可能となる。

このようなインフラストラクチャーは、公的な性格も持つ。UMIN ID のような医学研究者

のほとんどを含むような ID を民間企業が有償で提供するとすれば相当の高額となるであろ

うし、該当の民間企業の利益を最大にする金額に料金が決められるであろう。UMIN 演題登

録システムは、相当のシェアを持っているが UMIN の利益を最大にする金額に料金が決ま

っているわけではない。INDICE Cloud については、無料で提供している。研究費の乏しい

研究者は、やる気があったしても、INDICE Cloud がないと臨床試験の症例登録・無作為割

付を行うことは困難である。各大学や個別の研究者の予算を配分することはもちろん重要

であるが、このような公共の情報インフラストラクチャーの予算を配分することも同様に

重要であると考える。 

 

 

表 18．UMIN 情報インフラストラクチャー活用の組合せの事例 

事例 1．サーバ 2．ID 3．ソフト 4．データ 

UMIN で一般公開ホームページを開設する   〇    ×   ×    × 

UMIN で会員制ホームページを開設する   〇   〇   △注 1   × 

INDICE Cloud で臨床・疫学研究データを収集する   〇    〇    〇   〇 

オンライン演題登録・オンライン学術集会を行う   〇   △注 2   〇   〇 

SSO を活用して自前のサーバで情報提供する   ×   〇   ×   × 

UMIN 臨床試験登録システムに研究を登録する   〇    〇   〇   × 

UMIN 臨床試験登録システムを参照する。   〇   ×   〇    〇 

注１． 会員制ホームページでは、UMIN 提供の電子掲示板、Wiki 等を使うことができる。 

注２． 演題登録は、UMIN ID を使っても使わなくても可能である。学術集会の主催者側は、UMIN ID で

管理を行う。 

 

 



4.4 人のネットワーク 

UMIN は、現在、日本の医学・医療分野におけるもっとも有力な公的ネットワークに発展

を遂げた。現在のようなサービスの規模に発展するまでには、多くの関係者の努力と多くの

方々のご支援があった[68]。N1 の時代は、システム構築、各大学病院との接続、UMIN の広

報についての UMIN 関係者の大変な努力にかかわらず、利用者がなかなか増えなかった。

UMIN に接続できる端末の数があまりにも少なく、ユーザインターフェイスは貧弱であった

が、何よりも情報システムをネットワークを介して使うという利用形態やその意味がほと

んどの人に理解されにくかったのが原因ではないかと考えている。インターネットの時代

になり、接続が容易になり、パソコンやスマホはネットワークに接続されているのが当たり

前となった。またユーザインターフェイスも飛躍的に向上した。これらにより、UMIN の利

用は飛躍的に拡大した。UMIN の運営のための組織が作られ、様々なサービスやコンテンツ

の検討が行われたのは、N1 の時代からであり、このことは UMIN のインターネット時代の

飛躍に大いに役立った。UMIN には、全ての国立大学病院からの協議会員からなる UMIN 協

議会総会（法人化前は、UMIN 総会）があり、UMIN 協議会総会のもとに UMIN 協議会幹事

会（法人化前は、UMIN 運営委員会）と 5 つの小委員会（事務小委員会、薬剤小委員会、看

護小委員会、臨床研究小委員会、e ラーニング小委員会）が設けられている。幹事会では、

現行サービスの課題や問題点は何か、どのようなサービスが必要か等の検討が随時行われ

てきた。また各小委員会では、各々の専門の立場から、同様の検討が行われきた。これらの

活動から、継続的に新たなサービスが生まれ、既存のサービスが改良されてきた。 

 UMIN 関連の組織の他、多くの UMIN 利用者の方からいただいたご意見やクレームも新

サービス発案や既存サービスの改善に役立ってきた。例えば、オンライン演題登録システム

は、第 62 回日本循環器学会の側から UMIN に提案をいただき、その大会長の矢崎義雄先生

や事務局担当者の山崎力先生とともにシステム構築を行った。INDICE 系システムでも、個

別研究の研究代表者や研究事務局担当者とともに、個別システムを一緒に構築してきたが、

その際にも様々な貴重なご要望やご意見をいただいた。またそのサービスの拡大には、前述

のように UCAS Japan、JCAD、JCVSD 等の大規模な研究プロジェクトの実施が起爆剤とな

った。こうした共同作業により、オンライン演題登録システムや INDICE 系システムの機能

が追加され、改良されていった。EPOC、DEBUT、e ラーニングの開発・運用では、医学教

育・研修を専門とされる先生方との密接な関わりが生まれ、一緒に仕様の検討と開発・運用

を行った。 

 UMIN の運営予算や定員の面では、文部科学省高等教育局医学教育課からは、ご理解とご

支援を継続していただくことができた。UMIN が現在のような巨大なネットワーク情報サー

ビスに発展できたのも、こうしたご理解とご支援の賜物であると考えている。また UMIN サ

ービスのための運営費や教職員人件費は、国立大学東京大学の運営費交付金から支出され

ている。東京大学の運営費交付金を用いて、全国の医学・医療関係者のためにサービスを行

う UMIN の活動が継続できたのも、東京大学医学部附属病院、特に歴代の病院長、事務部



長のご理解とご支援の賜物であると考える。 

 このような多くの方々との共同作業やご支援・ご協力を顧みると、UMIN は情報システム

のネットワークであるだけでなく、人のネットワークでもあると考えている。前述のように

UMIN 協議会・小委員会関係者、個々の利用者や個別システム構築を一緒に行った利用者、

文部科学省・東京大学の関係者のご尽力があって、現在の UMIN が存在しているのだと考

えている。UMIN を維持・発展させてきたのも人のネットワークによるものであり、逆に

UMIN を活用していくのにも人のネットワークが重要な役割を果たすと考えている。 

 

4.5 UMIN サービスの今後 

従来、UMIN のサービスは、各々が別個のものとして運用されてきた。今後は、オンライ

ン演題登録、INDICE の症例登録、e ラーニング等の記録を、EPOC・DEBUT 上で統合し、

生涯に渡る医学・医療の活動の記録として残すことができればよいと考えている（図 12）。

この際に各々のサービスの記録の交換方式を標準化して、UMIN 以外の同様なサービスを含

めて、集積することが可能になれば素晴らしいと考えている。このためには、まず UMIN 自

身のオンライン演題登録、INDICE の症例登録、e ラーニング等の記録を標準化して集積す

る仕組みを構築して、こうしたことが実際に可能であることを検証していく必要があると

考えている。 

 

 

図 12．CC-EPOC、PG-EPOC、SP-EPOC への医学・医療上の活動記録の集積 
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